
内閣府

令和元年度 令和２年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

施策名：１ 公文書管理制度の適正かつ円滑な運用（政策１－施策①）

001
国立公文書館の機能・施設の在り方等に関する
調査検討経費

平成２０年度 － 19 19 0  点検対象外 現状通り
　執行実績及び事業全体の効率化を検討 し、概
算要求に適切に反映させること。

16 16 0 - 現状通り
　引き続き、効果的・効率的な事業の実施
等に努める。

大臣官房 一般会計
（項）公文書等管理政策費
（大事項）公文書等管理政策
に必要な経費

内閣
府

- 0001 - - - - - 平成２８年度対象 ○

施策名：２ 重要施策に関する広報（政策２－施策①）

002 放送諸費 昭和２４年度 － 495 495 675  点検対象外 現状通り
　引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努め
ることとし、効率的に執行した実績を概算要求
に反映させること。

334 930 596 - 現状通り

　引き続き、実施した広報の効果等の分析
を踏まえつつ、PDCAサイクルの実施を基本
に据え、効率的・効果的な広報の実施に努
める。

大臣官房 一般会計
（項）政府広報費（大事項）
政府広報の実施等に必要な経
費

内閣
府

- 0002 - - - - - 平成２８年度対象

003 出版諸費 昭和２４年度 － 759 759 762  点検対象外 現状通り
　引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努め
ることとし、効率的に執行した実績を概算要求
に反映させること。

759 795 35 - 現状通り

　引き続き、実施した広報の効果等の分析
を踏まえつつ、ＰＤＣＡサイクルの実施を
基本に据えて効果的・効率的な広報の実施
に努めるとともに、予算を効率的に執行
し、概算要求に反映させる。

大臣官房 一般会計
（項）政府広報費（大事項）
政府広報の実施等に必要な経
費

内閣
府

- 0003 - - - - - 平成２８年度対象

004 事業諸費 昭和２４年度 － 3,202 3,202 3,047  点検対象外 現状通り
　引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努め
ることとし、効率的に執行した実績を概算要求
に反映させること。

3,349 4,362 1,013 - 現状通り
　引き続き、効果的･効率的な事業の実施
に努め、次年度以降も効率的に執行した実
績を概算要求に反映させる。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」2,378

大臣官房 一般会計
（項）政府広報費（大事項）
政府広報の実施等に必要な経
費

内閣
府

- 0004 - - - - - 平成２９年度対象

005 政府広報ホームページ事業諸費 平成１４年度 － 128 128 125  点検対象外 現状通り
　引き続き、国民に対し分かりやすい情報の発
信に努めるとともに、効率的に執行した実績を
概算要求に反映させること。

145 148 3 - 現状通り
　引き続き、国民に対し分かりやすい情報
の発信に努め、効率的・効果的な広報に努
める。

大臣官房 一般会計
（項）政府広報費（大事項）
政府広報の実施等に必要な経
費

内閣
府

- 0005 - - - - - 平成２９年度対象

006 戦略的広報経費（国内） 平成２５年度 令和元年度 1,850 2,016 1,975 

　政府広報ウェブサイトへの国民の側からの
(能動的な)アクセスとは違い、TV・新聞等の
広報における国民の立場は受動的なものであ
ることを考慮する必要があり、政府の施策の
「周知」を目的とするならば、認知度ではな
く、あくまで理解度をアウトカム指標とする
必要があるように思う。

現状通り

　外部有識者からの所見も踏まえつつ、引き続
き、効果的･効率的な事業の実施に努めることと
し、効率的に執行した実績を概算要求に反映さ
せること。

- - - - 現状通り
　引き続き、効果的･効率的な事業の実施
に努め、次年度以降も効率的に執行した実
績を概算要求に反映させる。

大臣官房 一般会計
（項）政府広報費（大事項）
政府広報の実施等に必要な経
費

内閣
府

- 0006 - - - - - その他

施策名：３ 国際広報の強化（政策２－施策②）

007 戦略的広報経費（国際） 平成２５年度 令和元年度 1,071 1,331 1,327 

　「米国知識層の好感度」というアウトカム
指標は、一面的に過ぎると思われ、かつ複数
の施策の効果が、主としてこの指標に反映さ
れるとも思われず、より適切なアウトカム指
標を工夫する必要がある。

現状通り

　外部有識者からの所見も踏まえつつ、引き続
き、効果的･効率的な事業の実施に努めることと
し、効率的に執行した実績を概算要求に反映さ
せること。

- - - - 現状通り

　常に変化する国際情勢や、メディア環境
に迅速かつ柔軟に対応し、同じ予算でより
多くの成果を引き出すため、広報ターゲッ
ト及びテーマを一層明確化・細分化する
等、費用対効果が最大化されるよう取り組
む。事業の実施に当たっては、関係省庁
等、組織内外との連携を強化し、あらゆる
広報ツールを通じて効果的・効率的な広報
を目指す。また、年間の広報効果測定のた
めの調査を実施し、改善点を明確にするこ
とで、今後の広報に役立てるPDCAサイクル
を確立し、継続的な改善に努める。

大臣官房 一般会計
（項）政府広報費（大事項）
政府広報の実施等に必要な経
費

内閣
府

- 0007 - - - - - その他

008 重要事項に関する戦略的国際広報諸費 平成２６年度 － 3,598 3,598 3,527  点検対象外 現状通り

　引き続き、事業の効果検証を踏まえ改善や効
率化を検討し、効果的･効率的な事業の実施に努
めること。
また、各府省と事業が重複することなく効率的
な事業の実施に努めること。

3,602 4,739 1,137 - 現状通り

　常に変化する国際情勢や、メディア環境
に迅速かつ柔軟に対応し、同じ予算でより
多くの成果を引き出すため、広報ターゲッ
ト及びテーマを一層明確化・細分化する
等、費用対効果が最大化されるよう取り組
む。事業の実施に当たっては、関係省庁
等、組織内外との連携を強化し、あらゆる
広報ツールを通じて効果的・効率的な広報
を目指す。また、年間の広報効果測定のた
めの調査を実施し、改善点を明確にするこ
とで、今後の広報に役立てるPDCAサイクル
を確立し、継続的な改善に努める。あわせ
て、各府省との連携の一層の強化を図るた
め、昨年度に引き続き各府省連携会議を定
期的に実施することで、各府省との事業の
重複の防止に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」1,387

大臣官房 一般会計
（項）政府広報費（大事項）
政府広報の実施等に必要な経
費

内閣
府

- 0008 - - - - - 平成２７年度対象

施策名：４ 世論の調査（政策２－施策③）

009 世論調査等諸費 昭和２２年度 － 160 160 158  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の効果検証を踏まえ改善や効
率化を検討し、効果的･効率的な事業の実施に努
めること。

160 176 16 - 現状通り

　引き続き、実施した世論調査結果の活用
状況を把握しつつ、ＰＤＣＡサイクルを実
施し、予算の効率的な執行に努めることと
する。

大臣官房 一般会計
（項）政府広報費（大事項）
政府広報の実施等に必要な経
費

内閣
府

- 0009 - - - - - 平成３０年度対象

施策名：５ 政府調達に係る苦情処理（政策３－施策①）

010 政府調達苦情処理の推進に必要な経費 平成８年度 － 3 3 1  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効
果的かつ効率的な予算執行に努めること。

3 3 0 - 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算
の効果的かつ効率的な予算執行に努める。

政策統括官（経済
財政運営担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0010 - - - - - 平成２９年度対象 　

施策名：６ 対日直接投資の推進（政策３－施策②）

011 対日直接投資の促進に必要な経費 平成１３年度 － 7 7 2  点検対象外 現状通り
　所見を踏まえ、事業の適切な進捗管理、効果
的かつ効率的な予算執行に努める。

2 7 4 - 現状通り
　所見を踏まえ、事業の適切な進捗管理、
効果的かつ効率的な予算執行に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」4

政策統括官（経済
財政運営担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0011 - - - - - 平成３０年度対象

施策名：７ 道州制特区の推進（政策３－施策③）

012 道州制特区の推進に必要な経費 平成１８年度 － 1 1 0  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効
果的かつ効率的な予算執行に努めること。

1 1 - - 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算
の効果的かつ効率的な予算執行に努める。

政策統括官（経済
財政運営担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0012 - - - - - 平成２９年度対象

施策名：８ 生産性向上の推進（政策３－施策④）

013
中小企業・サービス業の生産性向上等に必要な
経費

平成２９年度 平成３０年度 13 612 545 

 D,E,H等の業務が実質的には重なっていない
か、精査が必要。如何なる目的のために、コ
ンサルティング会社の調査を依頼する必然性
があるのか、同業他社に複数委託する必然性
があるか、確認されたい。

終了予定

　本事業は終了したものであるが、外部有機者
の所見のとおり、今後は支出委任先とも調整し
ながら契約相手先の精査に取り組んでもらいた
い。

- - - - 予定通り終了

　本事業における業務は、分野別に、事業
形態・規模等によって類型化した事業者に
対し、モデル的にコンサルティングを実施
し、優良モデル事例を創出するとともに、
モデル事例から得られたノウハウを横展開
するものであり、分野や生産性向上の取組
みの内容によって業務が異なっている。契
約相手先の決定にあたっては、各分野を所
管する省庁において、効果的に事業を実施
できるよう各分野のニーズや特徴を踏まえ
たうえで仕様を定め、一般競争や企画競争
を行っている。
　また、コンサルティング会社による調査
については、過去に創出したモデル事例の
現状を把握・分析し、フォローアップを行
う生産性向上の取組を一層推進するための
調査と、消費者の行動変化の背景・要因を
把握するためのアンケート調査を行ってい
るが、それぞれ性質や業務内容が異なるた
め、個別に執行している。
　本事業は平成30年度に終了しているが、
今後同様の事業を行う際には、所見を踏ま
えて、引き続き効率的な予算執行に務め
る。

政策統括官（経済
財政運営担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

新
30

- 0001 - - - - - その他 ○

施策名：９ 民間資金等活用事業の推進（PFI基本方針含む）（政策３－施策⑤）

014 民間資金等活用事業調査等に必要な経費 平成１３年度 － 340 327 301  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の適切な実施及び説明責任を
果たすとともに、一者応札の是正に努めるこ
と。

170 210 41 - 現状通り

　引き続き、事業の適切な実施及び説明責
任を果たし、事業者への声掛け、公告期間
の延長等を実施して一者応札の是正に努め
る。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」148

政策統括官（経済
社会システム担
当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0013 - - - - - 平成３０年度対象 ○ ○

施策名：１０ 市民活動の促進（政策３－施策⑥）

015 市民活動の促進に必要な経費 平成１０年度 － 70 70 63 

　予算が減少するなかで，指標が伸びている
点をどのように説明するのか。また，説明会
の回数が減少しているが，今後この点がどの
ような影響となって現れてくるのか。業務改
善によって吸収しているという説明が可能な
のであれば，それでよいが，もしも，不都合
や不具合がある場合には，点検結果や改善の
方向性その他に書いておくべきではないか。
また，「資金の流れ」には，（株）インター
ネットイニシアチブから（株）ライテックへ
の再委託契約が含まれているが，これは
（株）ライテックへの総合評価方式入札のな
かに含めていくことはできないものか。

現状通り
　外部有識者の所見のとおり、本事業予算が減
少する中で成果が年々増えている点をしっかり
説明すべき。

72 95 22 - 現状通り

　平成28年6月に改正NPO法が成立し（平成
29年4月施行）、その後の周知が進んだた
め指標が伸びていると考えられる。説明会
の回数については先に述べたとおり周知が
進んだため、自治体からの要請等が減少し
ているためであると考える。
　ライテックが落札した契約とライテック
が再委託として行っている契約は全く業務
内容の異なる調達のため、含めることは困
難である。また、ライテックが落札した契
約は単年度契約であったため既に契約が終
了している。

政策統括官（経済
社会システム担
当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0014 - - - - - その他 ○

施策名：１１ 民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する制度の運用（政策３－施策⑧）

016 休眠預金等活用に関する調査等に必要な経費 平成２９年度 － 44 44 24  点検対象外 現状通り
引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効果
的かつ効率的な予算執行に努めたい。

29 29 ▲0 - 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算
の効果的かつ効率的な予算執行に努める。

政策統括官（経済
社会システム担
当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0015 - - - - - 平成３０年度対象 ○

施策名：１２ 内外の経済動向の分析（政策３－施策⑨）

基金担当部局庁 項・事項

令和元年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の令和２年度予算概算要求への反映状況調表

事業
番号

事　　業　　名
平成３０年度
補正後予算額

平成３０年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度 評価結果

執行
可能額

差引き
反映状況

会計区分

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

備　考外部有識者の所見
所見の概要 反映内容

行政事業レビュー推進チームの所見

執行額

（単位：百万円）

委託
調査

補助
金等

平成３０年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目 ３つ目



令和元年度 令和２年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

基金担当部局庁 項・事項
事業
番号

事　　業　　名
平成３０年度
補正後予算額

平成３０年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度 評価結果

執行
可能額

差引き
反映状況

会計区分

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

備　考外部有識者の所見
所見の概要 反映内容

行政事業レビュー推進チームの所見

執行額

（単位：百万円）

委託
調査

補助
金等

平成３０年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目 ３つ目

017 国内の経済動向調査等に必要な経費 平成１２年度 － 71 71 61 

 たとえば，平成23年は4800万円の執行額で
あったが，平成30年度は6000万円の執行額と
なっている。平成21年から24年にかけては
5000万円を切っていたが，平成28，29年度は
5500万円程度となり，平成30年には6000万円
となっている。一見すると執行額が増える傾
向にあるように見えるが，この執行額の増加
分については，どのような成果・効果がある
のかについて，一定の説明が必要ではない
か。

現状通り
外部有識者の所見を踏まえ、本事業予算の執行
額の増加分の成果・効果についてしっかり説明
すべき。

63 81 19 - 現状通り

　執行額の増加については、デジタル化情
報を活用した景気動向把握のための分析を
充実させた結果である。「統計改革の基本
方針」（平成28年12月21日経済財政諮問会
議決定）及び「公的統計の整備に関する基
本的な計画」（平成30年３月６日閣議決
定）に従い、ビッグデータや行政記録情報
を活用した景気動向の把握を試みた。具体
的には、POSデータやテキストデータを用
いた消費分析等を実施。これらの分析結果
については、「経済財政白書」、「日本経
済」、「経済財政分析ディスカッション・
ペーパー」で研究成果を公表済。
　今後とも必要なデータベースを厳選のう
え、適切な価格で調達し、各方面からの
ニーズに応じた質の高い調査分析結果を提
供する。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」20

政策統括官（経済
財政分析担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0016 - - - - - その他

018
国内の経済動向に係る産業及び地域経済の調査
等に必要な経費

平成１２年度 － 154 154 141  点検対象外 現状通り
　一者応札の現状について、引き続き参入可能
な事業者の事前調査及び参入要件の緩和を検討
するなど、一者応札の是正に努めること。

149 168 19 - 現状通り

　引き続き施策の周知に努めるとともに、
今後も一般競争入札を行うこと等により、
一層の経費削減、効率化を図る。また、景
気ウォッチャー調査に係る契約について
は、引き続き、入札説明会の開催、十分な
公告期間の設定等の対策を行うとともに、
仕様の作成において、実績要件等過度な制
限とならないよう配慮することで、複数事
業者が入札に参加できるよう努める。さら
に、新規参入者のコストの平準化を図るた
め、３か年以上の複数年度契約などについ
ても検討を行い、複数事業者が入札に参加
できるよう努める。

政策統括官（経済
財政分析担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0017 - - - - - 平成３０年度対象

019 海外の経済動向調査等に必要な経費 平成１２年度 － 41 41 37  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効
果的かつ効率的な予算執行に努めること。

40 48 7 - 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算
の効率的かつ適正な予算執行に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」7

政策統括官（経済
財政分析担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0018 - - - - - 平成２８年度対象 　

施策名：１３ 「環境未来都市」構想・自治体ＳＤＧｓの推進（政策４－施策①）

020 環境未来都市の推進に必要な経費 平成２３年度 － 32 32 27  点検対象外 現状通り

　環境未来都市の取組内容等を精査の上、事業
の有効性・効率性・成果について適切かつ的確
に検証し、予算の効率的執行に努め、執行実績
を適切に概算要求へ反映させるべき。

41 25 ▲16 - 現状通り

　環境未来都市の取組は、環境面、社会
面、経済面の三側面における新たな価値創
出によるまちの活性化を目指してきたが、
この考え方はSDGsの理念と軌を一にするも
のであり、SDGsの達成に向けた取組の先行
例と言える。令和元年度は、これまでの取
組の成果を全国的に普及展開するととも
に、有識者による現地訪問等の支援やフォ
ローアップを進めるところである。令和２
年度においても、これまでの取組の成果に
関して、全国的な普及展開が行えるよう、
情報発信に重点を置き、事業を進める。

地方創生推進室 一般会計
（項）地方創生支援費（大事
項）地方創生の支援に必要な
経費

内閣
府

- 0019 - - - - - 平成２８年度対象 ○

021 地方創生に向けた自治体ＳＤＧｓ推進事業 平成３０年度 － 500 482 391 
 アウトカムとアウトプットの関係がロジカ
ルではない。安易な事業展開は困る。

現状通り

　外部有識者の所見を踏まえ、アウトカムやア
ウトプットの見直しを行うなど、より一層事業
の有効性・効率性・成果について適切かつ的確
に検証するべき。

495 517 22 - 現状通り

　アウトプットに設定している項目は地方
創生に向けたＳＤＧｓの推進や普及展開に
係る事業の成果であり、その結果としてア
ウトカムの設定項目である自治体のＳＤＧ
ｓ推進取組や官民連携強化につながるとい
う関係である。
また、今後についてもＳＤＧｓ達成に向け
た普及展開や情報発信に係る事業や、「地
方創生ＳＤＧｓ金融」の推進を含めた多様
なステークホルダーとの官民連携の取組を
強化に係る事業を展開し、地方創生の深化
につなげる。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」47

地方創生推進室 一般会計
（項）地方創生支援費（大事
項）地方創生の支援に必要な
経費

内閣
府

新
30

- 0002 - - - - - 前年度新規 ○

施策名：１５ 地方創生リーダー人材の育成・普及の推進（政策４－施策③）

022
地方創生リーダー人材の育成・普及事業に必要
な経費

平成２７年度 令和６年度 401 302 298 

 事業目的と実際の事業との関係には大きな
乖離がある。終了時に適正な政策評価を行っ
て、効率やコスト削減以外の物差し（有効
性）でレビューして欲しい。

現状通り

　外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、多角的な観点から検証するなど、より一層
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するべき。

360 486 126 - 現状通り
　所見を踏まえ、当該事業の効率性やコス
ト削減のほか、有効性等について、多角的
観点から検証するよう努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」162

地方創生推進室 一般会計
（項）地方創生支援費（大事
項）地方創生の支援に必要な
経費

内閣
府

- 0020 - - - - - 最終実施年度 ○ ○

施策名：１６ 地方創生推進に関する知的基盤の整備（政策４－施策④）

023 地方版総合戦略の推進に必要な経費 平成２７年度 － 230 115 99  点検対象外 現状通り
　事業の有効性・効率性・成果について適切か
つ的確に検証し、予算の効率的執行に努め、執
行実績を適切に概算要求へ反映させるべき。

137 130 ▲7 - 現状通り
　所見を踏まえ、適正な事業の実施、予算
の執行に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」7

地方創生推進室 一般会計
（項）地方創生支援費（大事
項）地方創生の支援に必要な
経費

内閣
府

- 0021 - - - - - 平成２８年度対象 ○

施策名：１７ 国家戦略特区の推進（政策４－施策⑤）

024 国家戦略特区の推進に必要な経費 平成２６年度 － 349 198 111  点検対象外 現状通り
　事業の有効性・効率性・成果について適切か
つ的確に検証し、予算の効率的執行に努め、執
行実績を適切に概算要求へ反映させるべき。

196 185 ▲11 - 執行等改善

　地方創生推進委託費については、未活用
となっている規制改革事項の課題等を整
理・分析し、特区指定自治体と共有するこ
とで、国家戦略特区の更なる推進を図る。
また、各規制改革事項を全国措置化するに
際しての課題等を整理・分析し、検証した
うえで、積極的に全国展開を図ることで、
国家戦略特区の成果を全国各地に波及さ
せ、地方創生に繋げていく。併せて、これ
までも取り組んできている成功事例等の動
画作成、SNSやシンポジウム等での戦略的
な広報については、一定の成果（フェイス
ブックを活用した広報活動では、配信した
広告動画は160万回再生され、14万人の認
知度向上につながる等）が現われているこ
とから、継続して実施していく。これらの
新たな取組みの導入を図ったうえで、執行
実績及び執行見込を踏まえた予算要求を
行った。
　国家戦略特区支援利子補給金について
は、平成30年度までに締結した契約や平成
31年度の新たな契約見込みを精査した予算
要求を行った。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」9

地方創生推進事務
局

一般会計
（項）地方創生推進事務局
（大事項）地方創生の推進に
係る計画認定等に必要な経費

内閣
府

- 0023 - - - - - 平成２７年度対象 ○ ○

施策名：１８ 中心市街地活性化基本計画の認定（政策４－施策⑥）

025 中心市街地活性化の推進に必要な経費 平成１９年度 － 8 8 6  点検対象外 現状通り
　事業の有効性・効率性・成果について適切か
つ的確に検証し、予算の効率的執行に努め、執
行実績を適切に概算要求へ反映させるべき。

5 13 9 - 現状通り

　予算の効率的な執行に努めるとともに、
執行実績を踏まえ、中心市街地活性化施策
のより効果的な制度運用を行うため、概算
要求を行った。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」9

地方創生推進事務
局

一般会計
（項）地方創生推進事務局
（大事項）地方創生の推進に
係る計画認定等に必要な経費

内閣
府

- 0024 - - - - - 平成２８年度対象 ○

施策名：１９ 構造改革特区計画の認定（政策４－施策⑦）

026 構造改革特別区域計画の認定等に必要な経費 平成１４年度 － 11 11 2  点検対象外
事業内容の一部改

善

　予算の執行率が数年度連続して低率となって
いるため、事業の有効性及び事業効果につい
て、事業内容を適切に見直すことが必要である
と思料される。事業の有効性・効率性・成果に
ついて十分な検証を行い、概算要求に適切に反
映させるべき。

9 9 ▲0 - 執行等改善
　事業の有効性・効果について検証し、概
算要求に反映させた。

地方創生推進事務
局

一般会計
（項）地方創生推進事務局
（大事項）地方創生の推進に
係る計画認定等に必要な経費

内閣
府

- 0025 - - - - - 平成２８年度対象

施策名：２０ 地域再生の推進（政策４－施策⑧）

027 地域再生の推進に必要な経費 平成１７年度 － 289 289 259  点検対象外 現状通り

　事業の有効性・効率性・成果について適切か
つ的確に検証するとともに、事業の進捗状況の
把握に努め、予算の効率的執行及び概算要求へ
の適切な反映に努めるべき。

300 310 10 - 現状通り

　今後も本制度が有効に活用されるよう、
周知等、利用促進に取り組むとともに、事
業の進捗状況を把握し、予算の効率的な執
行に努める。

地方創生推進事務
局

一般会計
（項）地方創生推進事務局
（大事項）地方創生の推進に
係る計画認定等に必要な経費

内閣
府

- 0026 - - - - - 平成２７年度対象 ○ ○

028
地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）普及
促進事業

平成２９年度 － 47 47 43  点検対象外 現状通り
　昨年度に引き続き、制度の活用に資する広報
啓発がどのような役割を果たしているかについ
てより具体的に検証すべき。

84 97 13 - 現状通り

　企業版ふるさと納税の活用促進に向けた
アンケート（内閣府令和元年５月実施）に
よると、1738団体（本税制の対象となる全
地方公共団体）のうち、優良事例集につい
ては約６割が、リーフレットや内閣府HPに
ついては約４割が制度の理解・活用の一助
となっていると回答している。寄附額及び
寄附件数についても、平成28年度から平成
30年度にかけ、約4.6倍(H28：約7.5億円→
H30：約34.5億円)、約2.6倍（H28：517件
→H30：1,336件）となっており、本予算を
活用した広報の効果が現れてきていると考
える。今後とも、本税制の一層の活用促進
を図るため、地方公共団体や民間企業等に
向けた、制度内容や活用事例等に係る広報
をさらに強化していく。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」21

地方創生推進事務
局

一般会計
（項）地方創生推進事務局
（大事項）地方創生の推進に
係る計画認定等に必要な経費

内閣
府

- 0027 - - - - - 平成３０年度対象 ○ 　

施策名：２１ 総合特区の推進（政策４－施策⑨）

029 総合特区計画に基づく支援措置等に必要な経費 平成２３年度 － 598 598 571  点検対象外 現状通り

　総合特区の推進に資する事業を行う事業者に
対する借入時の利子補給事業などの支援によ
り、産業の国際競争力の強化及び地域の活性化
が図れるよう、引き続き事業の効果検証を行
い、適正な事業の実施に努めるべき。

593 570 ▲22 - 現状通り

　総合特区制度に係る有識者委員による
「評価・調査検討会」で事業の進捗状況等
を評価するなど、事業の有効性及び効果等
について適切に検証した上で、効率的な予
算執行に努める。利子補給金については、
令和元年度までに締結した契約や令和２年
度の新たな契約見込みを勘案した要求額と
した。地方創生推進委託費等についても、
前年度の実績を踏まえた要求額とした。

地方創生推進事務
局

一般会計
（項）地方創生推進事務局
（大事項）地方創生の推進に
係る計画認定等に必要な経費

内閣
府

- 0028 - - - - - 平成２８年度対象 ○

030 総合特区の推進調整に必要な経費 平成２３年度 － 400 631 528  点検対象外 現状通り
　昨年度に引き続き、調整費事業の効果測定等
の適正な事業検証を行い、予算の効率的執行に
努めるべき。

200 50 ▲150 - 現状通り

　調整費を活用した総合特区事業の効果測
定・検証、適切な調整費活用のためのフォ
ローアップを行い、これまでの執行実績等
も踏まえて予算要求を行った。

地方創生推進事務
局

一般会計
（項）総合特区推進調整費
（大事項）総合特区の推進調
整に必要な経費

内閣
府

- 0029 - - - - - 平成２８年度対象

施策名：２２ 地方版総合戦略に基づく取組の推進（政策４－施策⑩）



令和元年度 令和２年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

基金担当部局庁 項・事項
事業
番号

事　　業　　名
平成３０年度
補正後予算額

平成３０年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度 評価結果

執行
可能額

差引き
反映状況

会計区分

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

備　考外部有識者の所見
所見の概要 反映内容

行政事業レビュー推進チームの所見

執行額

（単位：百万円）

委託
調査

補助
金等

平成３０年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目 ３つ目

031 地方創生推進交付金 平成２８年度 － 103,030 101,870 91,813  点検対象外 現状通り

　事業の有効性・効率性・成果について適切か
つ的確に検証するとともに、予算の効率的執行
に努めるべき。
　さらに、交付金事業の効果測定や検証を行
い、適切な交付金活用のためのフォローアップ
に努め、執行実績を概算要求へ適切に反映させ
るべき。

100,060 110,030 9,970 - 現状通り
　所見を踏まえ、予算の効率的執行や、適
切な交付金活用のためのフォローアップに
努めてまいりたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」20,000

地方創生推進事務
局

一般会計

（項）地方創生推進事務局
（大事項）地方創生の推進に
係る計画認定等に必要な経費
（項）地方創生推進費（大事
項）地方創生の推進に必要な
経費
（項）地方創生基盤整備事業
推進費（大事項）地方創生の
推進のための基盤整備事業に
必要な経費

内閣
府

- 0030 - - - - - 平成２９年度対象 ○ ○

032 地方創生拠点整備交付金 平成２８年度 令和２年度 57,000 60,837 25,482  点検対象外
事業内容の一部改

善

　交付金事業の効果測定や検証を行い、適切な
交付金活用のためのフォローアップに努めるべ
き。
　また、予算の効率的執行に努め、執行率が低
率であることにも留意しながら、概算要求への
適切な反映に努めるべき。

- 10,000 10,000 - 現状通り
　所見を踏まえ、フォローアップに努めて
まいりたい。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」
10,000

地方創生推進事務
局

一般会計

（項）地方創生推進費（大事
項）地方創生の推進に必要な
経費
（項）地方創生基盤整備事業
推進費（大事項）地方創生の
推進のための基盤整備事業に
必要な経費

内閣
府

- 0031 - - - - - 平成２９年度対象 ○

033 地方と東京圏の大学生対流促進事業 平成３０年度 － 330 330 116 

　地方での就職促進が目的であれば，プログ
ラム参加者の地方での就職割合をアウトカム
とするべきではないか。また，地方での就職
促進が目的であれば，単位互換のみならず，
その内容についてもコミットメントすべきで
はないか。この点が，「学生のプログラムへ
の参加人数は計画を上回ったが、地方圏の企
業等への就職を前向きに考える意識という点
では目標を下回った。」ということにつな
がっているのではないか。「終期なし」との
ことであるが，中長期的に施策のあり方を見
直すことができる機会を設定しておくべきで
はないか。

現状通り

　外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、多角的な観点から検証するなど、より一層
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するべき。

196 175 ▲21 ▲160 縮減

　本事業は、東京圏の大学の学生が地方大
学で学修することで地方の魅力を認識して
もらい将来のIターンや関係人口につなげ
ていくこと、また地方大学に進学しても東
京圏で学ぶ機会を設けることにより地方大
学の魅力を高め地方大学に進学する者を増
やすことにより東京一局集中を是正し地方
への新たな人の流れをつくることを目的と
しており、その意味で、学生の地方に対す
る意識の変化の一つの切り口として地方で
の就職に対する意識の変化をアウトカム指
標として設定しているいるものの、本事業
では必ずしも学卒時の地方就職促進を目的
としているものではない。しかしながら、
外部有識者の施策のあり方の見直しの機会
を設けるべきとの指摘や事業の有効性の観
点からも課題がみられることから、大学生
の対流交流事業については、大幅な見直し
を行い概算要求に反映させた。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」11

地方創生推進室 一般会計
（項）地方創生支援費（大事
項）地方創生の支援に必要な
経費

内閣
府

新
30

- 0003 - - - - - 前年度新規 ○

034
サテライトオフィスを活用したアウトリーチ支
援事業

平成３０年度 平成３０年度 5 5 4 

 この予算を単体事業として管理するのでは
なく，「地方版総合戦略と一体的に進める」
という変更点については評価できる。地方創
生をすすめる上で，自治体側とコミュニケー
ションを取るという方針については，歓迎す
べき点が含まれることから，今後とも積極的
に進めていただきたい。さらに，地方創生推
進の観点から，地方の大学や中小企業とも積
極的にコミュニケーションを取っていかれる
ことを期待する。

終了予定

　外部有識者の所見を踏まえ、事業終了後、早
急に実効性の高いフォローアップに努め、事業
の有効性・成果について適切かつ明確になるよ
う検証し、今後の同種事業実施につなげるべ
き。

- - - - 予定通り終了

　予定通り終了。
　なお、地方版総合戦略の推進の一環とし
て、地方公共団体等の地方創生に資する取
組への支援を実施。

地方創生推進室 一般会計
（項）地方創生支援費（大事
項）地方創生の支援に必要な
経費

内閣
府

新
30

- 0004 - - - - - 前年度新規

035 社会性認定実証に関する調査事業 平成３０年度 令和２年度 30 30 26  点検対象外 現状通り

　事業の有効性・効率性・成果について適切か
つ的確に検証するとともに、事業の進捗状況の
把握に努め、予算の効率的執行及び概算要求へ
の適切な反映に努めるべき。

35 50 16 - 現状通り
　所見を踏まえ、事業の成果等についての
適切な検証、事業の進捗の把握、予算の執
行に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」19

地方創生推進室 一般会計
（項）地方創生支援費（大事
項）地方創生の支援に必要な
経費

内閣
府

新
30

- 0005 - - - - - 前年度新規 ○

036 交付金効果検証分析事業 平成３０年度 － 108 108 25  点検対象外 現状通り

　事業の有効性・効率性・成果について適切か
つ的確に検証するとともに、事業の進捗状況の
把握に努め、予算の効率的執行及び概算要求へ
の適切な反映に努めるべき。

106 100 ▲6 - 現状通り
　所見を踏まえ、事業の進捗状況の把握
や、予算の効率的執行に努めてまいりた
い。

地方創生推進事務
局

一般会計
（項）地方創生推進事務局
（大事項）地方創生の推進に
係る計画認定等に必要な経費

内閣
府

新
30

- 0006 - - - - - 前年度新規

037 地方大学・地域産業創生交付金 平成３０年度 － 2,100 455 435 

　地方創生の一環として、地方自治体の長の
リーダーシップにより、大学と事業者、また
銀行などを結合して事業が展開されることが
期待され、10年計画で持続可能な自立した事
業を育てることが目的となっている。ただ、
複数ある政策目的の整合性に対する検討が早
らに必要なのではないか。
　国の資金は最初の５年、その後の５年は自
治体を含めて地域の財源で事業が進められ、
10年経過後の基本的な自立が求められている
という構図を、自治体・大学・事業者が一致
して認識していることが大前提となると思わ
れる。
　計画採択時の厳重な審査は当然として、採
択後のフォローアップがさらに重要と思われ
る中、求められる効果を着実に確認しながら
進めることが肝要である。国自身の負担がな
くなる６年目以降についても国が関与し、所
期の成果の検証を行う仕組みを適切に機能さ
せていくことが必要と思われる。
　今回、一巡目については、７件の有力企業
を含むコラボレーションが実現したが、二巡
目以降については、新たな検討も必要となる
と思われる。
また、現状、科学技術系の案件が太宗を占め
ているが、地域における若者の修学・就業の
促進という目的に照らせば、今後、人文社会
科学系のテーマにも力を注いでいく必要があ
るのではないか。

事業内容の一部改
善

　公開プロセスでの議論、外部有識者の所見を
踏まえ、事業の見直しを行い、概算要求に反映
させること。

2,361 2,650 289 - 執行等改善

　「地域の中核的産業の進行」「専門人材
育成」「キラリと光る地方大学づくり」等
の複数の政策目的がある中でどのように多
様な関係者を巻き込んで事業を創っていく
のかについて分かりやすく発信していく方
策等を検討してまいりたい。
　毎年度継続審査等を踏まえ次年度の交付
額を決定するとともに、国費負担の終了後
の自走期間も含めて、適切なKPIの設定と
そのフォローアップ等を通じて、各自治体
における事業の進捗を確認してまいりた
い。
　加えて、来年度の新規公募に向け、新た
な自治体の掘り起こしや採択自治体の多様
性確保等を図るための制度改善を検討・実
施する。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」475

地方創生推進事務
局

一般会計

（項）地方創生推進事務局
（大事項）地方創生の推進に
係る計画認定等に必要な経費
（項）地方創生推進費
（大事項）地方創生の推進に
必要な経費

内閣
府

新
30

- 0007 - - - - - 前年度新規 ○

施策名：２３ 原子力の研究、開発及び利用に係る政策の検討・情報発信等（政策５－施策①）

038 原子力政策の検討及び適切な情報発信等 平成１３年度 － 124 124 112  点検対象外 現状通り

　専門性の高い分野の入札にあたっては、入札
説明会の開催や入札情報の周知徹底等を通じ
て、より競争性を高めるための工夫をするこ
と。

129 135 6 - 現状通り

　公募の際は、事業者への声がけ等により
周知徹底するとともに、入札要件の緩和や
入札説明会において事業内容等を丁寧に説
明すること等により、競争性の高い事業と
なるよう努力する。

政策統括官（科学
技術・イノベー
ション担当）

一般会計

（項）科学技術・イノベー
ション政策費（大事項）科学
技術・イノベーション政策の
企画立案等に必要な経費

内閣
府

- 0032 - - - - - 平成２９年度対象 ○ ○

施策名：２４ 科学技術イノベーション創造の推進（政策５－施策②）

039
戦略的イノベーション創造プログラム
（エネルギー分野、次世代インフラ分野及び地
域資源分野）

平成２６年度 － 30,000 44,000 43,822  点検対象外 現状通り
　引き続き、有識者の所見を踏まえ、各府省の
協力を得て、アカウンタビリティの質の向上に
努めること。

28,000 28,000 - - 現状通り

　本事業で実施している各課題のアウト
プットやアウトカムについて、課題ごとに
記載しているとともに、資金の流れ、費
目・使途、支出先上位10者リストについて
も課題ごとに作成しており、アカウンタビ
リティの質の向上に努めている。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」4,550

政策統括官（科学
技術・イノベー
ション担当）

一般会計

（項）科学技術イノベーショ
ン創造推進費（大事項）科学
技術イノベーション創造推進
に必要な経費

内閣
府

- 0033 - - - - - 平成３０年度対象 ○ ○

040
科学技術イノベーション創造推進費
（健康・医療分野）

平成２６年度 － 17,500 17,079 17,079  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効
率的かつ適正な執行に努めること。

17,500 17,500 - - 現状通り
　所見のとおり、引き続き、事業の適切な
進捗管理、予算の効率的かつ適正な執行に
努めることする。

政策統括官（科学
技術・イノベー
ション担当）

一般会計

（項）科学技術イノベーショ
ン創造推進費（大事項）科学
技術イノベーション創造推進
に必要な経費

内閣
府

- 0034 - - - - - 平成２７年度対象 ○ ○

041 官民研究開発投資拡大プログラム（PRISM） 平成３０年度 － 10,000 10,000 9,812 

　現在アウトカムとして設定されている民間
資金の量的な確保は、本事業の求心力を示す
重要な要素ではあるが、本事業における国費
投入の効果を測る指標としては、これだけで
は不十分なのではないか。施策選定の際に、
研究の加速化・前倒し、サンプル数の増大、
各省庁間のマッチングなど、国費のアドオン
により施策に何らかの改善効果がある旨が申
告されているのだとすれば、アウトカムとし
て、個別施策ごとのアドオンによる効果の
「発現」状況を指標として掲げ、フォロー
アップすべきではないか。
　最先端の研究開発案件であることから、短
期間で国費投入の可否の判断を下すことは適
切とは思われないが、年度ごとに所期の効果
を検証し、未達の場合の原因分析を求めなが
ら進めることで、3年目のステージゲート方
式の評価が有効に機能するものと思われる。
　なお、評価が重視される一方で、関係者の
事務負担等についても配慮がなされることが
求められる。

事業内容の一部改
善

　「現在のアウトカムとして設定されている民
間資金の量的な確保は、本事業の求心力を示す
重要な要素ではあるが、本事業における国費投
入の効果を測る指標としては、不十分なのでは
ないか」との有識者の見解を踏まえ、個別施策
ごとのアドオンによる効果の「発現」状況を指
標として掲げ、フォローアップすることを検討
すべきではないか。また、年度ごとに所期の効
果を検証することでステージゲート方式の評価
が有効に機能するものと思われる。

10,000 10,000 - - 
年度内に改善を検

討

　令和元年度公開プロセスにおける指摘を
踏まえ、「PRISMの今後の在り方に関する
検討会」を設置し、年内を目途にPRISMの
運用見直し案を策定し、ガバニングボード
での承認を得ることとする。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」1,000

政策統括官（科学
技術・イノベー
ション担当）

一般会計

（項）科学技術イノベーショ
ン創造推進費（大事項）科学
技術イノベーション創造推進
に必要な経費

内閣
府

新
30

- 0008 - - - - - 前年度新規

施策名：２５ 化学兵器禁止条約に基づく遺棄化学兵器の廃棄処理（政策６－施策①）

042 遺棄化学兵器廃棄処理事業経費 平成１１年度 － 39,067 37,730 32,716  点検対象外 現状通り
　引き続き、効率的な経費の執行に努めるとと
もに、執行実績を概算要求に適切に反映させる
こと。

33,942 53,974 20,032 - 現状通り

　行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、引き続き効率的な経費の執行に努
め、執行実績を概算要求に適切に反映させ
る。

遺棄化学兵器処理
担当室

一般会計
（項）遺棄化学兵器廃棄処理
事業費（大事項）遺棄化学兵
器廃棄処理事業に必要な経費

内閣
府

- 0035 - - - - - 平成２８年度対象 ○ 　

施策名：２６ 防災に関する普及・啓発（政策７－施策①）

043 防災に関する普及・啓発に必要な経費 昭和５７年度 － 402 402 395  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の適
切かつ効率的な執行に努めること。

397 453 55 - 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理を行う
とともに、予算の効率的かつ適正な執行に
努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」51

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0036 - - - - - 平成３０年度対象 ○

044 国と地方の防災を担う人材の育成に係る経費 平成２５年度 － 118 118 114 

　人材育成目的の手段として充実した研修を
行うのは当然であるが、一般国民が研修の成
果を具体的に判断できる内容を考えて欲し
い。その際には①資格制度、②研修を受けた
後の活躍の場の設定など、いろいろな方策も
含めて考えるべきであろう。

現状通り
　有識者の所見のとおり、充実した研修を実施
するとともに国民が研修の成果を具体的に判断
できるように努めること。

123 125 2 - 現状通り

　有識者の所見も踏まえ更に充実した研修
となるよう努めるとともに、国民が研修成
果を具体に判断できる手法について有識者
からのご意見も聴きながら検討していく。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0037 - - - - - その他

施策名：２７ 国際防災協力の推進（政策７－施策②）



令和元年度 令和２年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

基金担当部局庁 項・事項
事業
番号

事　　業　　名
平成３０年度
補正後予算額

平成３０年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度 評価結果

執行
可能額

差引き
反映状況

会計区分

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

備　考外部有識者の所見
所見の概要 反映内容

行政事業レビュー推進チームの所見

執行額

（単位：百万円）

委託
調査

補助
金等

平成３０年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目 ３つ目

045 国際防災協力の推進に必要な経費 平成１０年度 － 267 267 259  点検対象外 現状通り
　一者応札案件については、その要因をよく分
析の上、改善策を講じること。

265 248 ▲17 - 現状通り
　一者応札となっている案件については、
その要因を分析し、改善に努める。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0038 - - - - - 平成２８年度対象

施策名：２８ 災害復旧・復興に関する施策の推進（政策７－施策③）

046
災害復旧・復興に関する施策の推進に必要な経
費

平成７年度 － 69 69 94  点検対象外 現状通り
　引き続き、一者応札となってしまった案件に
ついては、その要因をよく分析の上、改善策を
講じること。

79 84 6 - 現状通り
　一者応札となってしまった案件について
は、その要因をよく分析の上、改善に努め
る。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」20

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0039 - - - - - 平成２９年度対象

047 被災者支援に関する総合的対策の推進経費 平成２５年度 － 13 13 7 

　作成した指針・ガイドラインの有用性を確
認するレビューを、一定期間経過後に行っ
て、指針・ガイドラインを蓋然するスキーム
を定期的に考えるべきである。

現状通り
　有識者の所見を踏まえ、指針・ガイドライン
を一定期間経過後にレビューすることで有効性
を確認することに努めること。

23 101 78 - 現状通り
　指針・ガイドラインの有効性の向上に努
める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」88

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0040 - - - - - その他

施策名：２９ 地震対策等の推進（政策７－施策④）

048 地震対策等の推進に必要な経費 平成１２年度 － 503 449 450  点検対象外 現状通り
　引き続き、一者応札となっている案件につい
ては、その要因をよく分析の上、改善策を講じ
ること。

498 538 40 - 現状通り

　一者応札については、引き続き、余裕の
ある公示期間の設定や入札説明会の開催
等、要件の緩和などに取組、改善に努め
る。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」243

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0041 - - - - - 平成３０年度対象 ○

049 総合防災情報システムの整備経費 平成７年度 － 1,222 753 727 

　翌年度繰越に難がある。事業概要の①地震
発生直後に観測震度情報等に基づき被害推計
を行う機能、②防災情報を地理情報システム
により共通の地図上に集約し共有する機能が
適切に実施されているか確認し、その上でこ
れらの機能に関わる費用が適正なのか、使い
勝手がいいのかどうかを調査すべきであろ
う。

現状通り
　有識者の所見にあるように、総合防災システ
ムの機能が適切に実施されているか確認し、予
算の適切かつ効率的な執行に努めること。

290 35 ▲256 - 現状通り

　外部有識者の所見、行政事業レビュー推
進チームの所見にあるように、発災時の活
用状況を都度確認しつつ、総合防災情報シ
ステムの機能が一層適切かつ効果的に活用
されるように、自動的に連携される項目の
さらなる拡充等防災情報システムの改善を
進める。併せて、各省庁に対する研修など
を通じてより一層の活用がされるよう取り
組むとともに、予算の適切かつ効率的な執
行に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」11
総合防災情報システム
に係る経費は令和2年
度から予算の計上府省
が内閣官房に変更され
た

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0042 - - - - - その他

施策名：３０ 防災行政の総合的推進（政策７－施策⑤）

050
非常災害時発生に伴う現地災害対策等に要する
経費

平成１２年度 － 93 2,643 1,021  点検対象外 現状通り
一者応札については、その要因をよく分析の
上、改善策を講じること。

77 77 1 - 現状通り
　一者応札となっている案件については、
その要因を分析し、改善に努める。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0043 - - - - - 平成２９年度対象 　

051
災害対策本部予備施設等の維持管理に要する経
費

平成１２年度 － 108 108 88  点検対象外 現状通り

　引き続き、災害対策本部予備施設の維持施設
の維持管理の「適切性」の精査等について留意
されたい。また一者応札については、その要因
を分析の上、改善策を講じること。

104 110 6 - 現状通り

　災害対策本部予備施設等の維持管理に当
たっては、継続して業務内容を精査し、概
算要求に反映させたところ。また、一者応
札については、引き続き要因を分析し改善
に努める。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0044 - - - - - 平成２９年度対象

052 被災者生活再建支援法施行に要する経費 平成１１年度 － 10,557 14,729 12,032  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の適
切かつ効率的な執行に努めること。

600 600 - - 現状通り
　被災者生活再建支援金の円滑な支給に向
け、引き続き、事業の適切な進捗管理、予
算の適切かつ効率的な執行に努める。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0045 - - - - - 平成２８年度対象 ○

053
南海トラフの巨大地震及び首都直下地震に関す
る応急対策活動の具体計画策定等検討経費（民
間船舶を活用した医療機能の実証訓練経費）

平成２４年度 － 82 82 73  点検対象外 現状通り

　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の適
切かつ効率的な執行に努め、一者応札について
は、要因をよく分析の上、改善策を講じるこ
と。

70 111 41 - 現状通り

　引き続き、事業の適切な進捗管理を行
い、競争性を確保した契約を行うことによ
り予算の効率的かつ適正な執行に努める。
一者応札となっている案件については、そ
の要因を分析し、改善に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」80

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0046 - - - - - 平成３０年度対象 　

054 防災計画の推進経費 平成２４年度 － 10 10 6  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の適
切かつ効率的な執行に努めること。

10 10 0 - 現状通り
　事業の適切な進捗管理、予算の適切かつ
効率的な執行に努める。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0047 - - - - - 平成３０年度対象

055 社会全体としての事業継続体制の構築推進経費 平成２６年度 － 41 41 47  点検対象外 現状通り
　引き続き、一者応札となっている案件につい
ては、その要因を分析し、改善に努める。

33 35 2 - 現状通り
　一者応札となっている案件については、
その要因を分析し、改善に努める。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0048 - - - - - 平成２７年度対象

056 災害救助等に要する経費 平成２６年度 － 7,757 29,032 17,272  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の適
切かつ効率的な執行に努めること。

4,600 4,600 - - 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理を行う
とともに、予算の効率的かつ適正な執行に
努める。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0049 - - - - - 平成２８年度対象

施策名：３１　原子力防災対策の充実・強化（政策８－施策①）

057 原子力災害対策事業 平成２６年度 － 7,289 8,879 7,044  点検対象外 現状通り

　引き続き専門性の高い分野の入札に関して
は、参入可能な事業者の事前調査及び参入要件
の緩和を検討するなど、一者応札の是正に努め
ること。

- - - - 現状通り

　入札説明会の開催や競争性を高めるため
に公募案件の周知を行うとともに設計仕様
書を公開して参入の容易化を行っている
が、引き続き改善策を検討する。

政策統括官（原子
力防災担当）

一般会計
（項）原子力災害対策費（大
事項）原子力災害対策に必要
な経費

内閣
府

- 0050 - - - - - 平成２８年度対象 ○

058 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金 昭和５５年度 － 10,000 9,955 9,282  点検対象外 現状通り

　引き続き、参入可能な事業者の事前調査及び
参入要件の緩和等を検討するなど、一者応札の
是正に努めるとともに、事業の計画的かつ適正
な予算執行に努めること。

12,363 16,464 4,100 - 現状通り
　引き続き、入札案件の積極的な情報提供
を継続するとともに、事業の計画的かつ適
正な予算執行に向け検討していく。

政策統括官（原子
力防災担当）

エネルギー対策特
別会計電源開発促

進勘定

（項）原子力安全規制対策費
（大事項）原子力の安全規制
対策に必要な経費

内閣
府

- 0051 - - - - - 平成３０年度対象 ○

059 原子力防災体制等構築事業委託費 平成２９年度 － 100 100 60  点検対象外 現状通り
　一者応札の現状について、引き続き参入可能
な事業者の事前調査及び参入要件の緩和を検討
するなど、一者応札の是正に努めること。

84 84 - - 現状通り

　入札説明会の開催や公募案件の周知を
行っているが、引き続き、複数の事業者に
とって応札可能なものとなるよう更なる検
討を行っていく。

政策統括官（原子
力防災担当）

エネルギー対策特
別会計電源開発促

進勘定

（項）原子力安全規制対策費
（大事項）原子力の安全規制
対策に必要な経費

内閣
府

- 0054 - - - - - 平成３０年度対象 　

060 原子力防災研修事業等委託費 平成２９年度 － 302 302 290  点検対象外 現状通り
　一者応札の現状について、引き続き参入可能
な事業者の事前調査及び参入要件の緩和等を検
討するなど、一者応札の是正に努めること。

338 417 79 - 現状通り

　入札説明会の開催や公募案件の周知を
行っているが、引き続き、複数の事業者に
とって応札可能なものとなるよう更なる検
討を行っていく。

政策統括官（原子
力防災担当）

エネルギー対策特
別会計電源開発促

進勘定

（項）原子力安全規制対策費
（大事項）原子力の安全規制
対策に必要な経費

内閣
府

- 0055 - - - - - 平成３０年度対象

061 避難計画等改善プロセス構築委託費 平成２９年度 令和元年度 30 30 30  点検対象外 終了予定
　本年度で終了予定の事業だが、一者応札の結
果について、他事業でも反映できるよう工夫す
ること。

30 - ▲30 - 予定通り終了

　入札説明会の開催や公募案件の周知を
行っているが、複数の事業者にとって応札
可能なものとなるよう更なる検討を行って
いく。

政策統括官（原子
力防災担当）

エネルギー対策特
別会計電源開発促

進勘定

（項）原子力安全規制対策費
（大事項）原子力の安全規制
対策に必要な経費

内閣
府

- 0056 - - - - - 平成３０年度対象

062 原子力災害時避難円滑化モデル実証事業 平成３０年度 令和４年度 510 102 75 

 事業者Dにとって必要な工事費とは何か。モ
デル実験は、想定外の災害時に備えたもので
あるから、モデル実験の土台は、現存する道
路等への工事によっては、現出させ得ないの
ではないか。

現状通り
　外部有識者の所見を踏まえ、モデル事業の概
要と支出先リストの記載を見直すべき。

1,050 2,435 1,385 - 現状通り

　外部有識者及び行政事業レビュー推進
チームの所見を踏まえ、事業概要及び支出
先リストについて、事業対象及び支出の内
容がわかるものとなるよう記載を見直し
た。

政策統括官（原子
力防災担当）

エネルギー対策特
別会計電源開発促

進勘定

（項）原子力安全規制対策費
（大事項）原子力の安全規制
対策に必要な経費

内閣
府

新
30

- 0009 - - - - - 前年度新規 ○

施策名：３２ 沖縄政策に関する施策の推進（政策９－施策①）

063 沖縄振興交付金事業推進費 平成２４年度 令和３年度 118,780 122,062 120,626  点検対象外 現状通り

　交付金対象事業の効果測定や検証を行い、適
切かつ効果的な交付金活用のためのフォロー
アップに努め、執行実績を適切に概算要求へ反
映させること。

109,333 118,780 9,447 - 現状通り
　引き続き、県による事業評価について検
証等を行い、交付金の効果的な活用のため
のフォローアップに努めていく。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」31,545

政策統括官（沖縄
政策担当）
沖縄振興局

一般会計
（項）沖縄振興交付金事業推
進費（大事項）沖縄振興交付
金事業の推進に必要な経費

内閣
府

- 0057 - - - - - 平成３０年度対象 ○

064
沖縄における鉄軌道等導入課題検討に必要な経
費

平成２４年度 令和３年度 100 100 98  点検対象外 現状通り
　事業の有効性・効率性・成果について適切か
つ的確に検証するとともに、予算の効率的執行
に努めるべき。

100 100 - - 現状通り
　行政事業レビュー推進チームの所見も踏
まえ、事業の有効性・効率性・成果につい
て、適切かつ的確な検証に努める。

政策統括官（沖縄
政策担当）

一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

- 0058 - - - - - 平成３０年度対象 ○

065 沖縄振興推進調査費 平成２４年度 令和３年度 62 62 58  点検対象外 現状通り
　事業の有効性・効率性・成果について適切か
つ的確に検証するとともに、予算の効率的執行
に努めるべき。

50 50 - - 現状通り

　引き続き、事業の有効性・効率性・成果
について適切かつ的確に検証するととも
に、予算の効率的執行に努めてまいりた
い。

政策統括官（沖縄
政策担当）

一般会計
（項）沖縄振興推進調査費
（大事項）沖縄振興推進調査
に必要な経費

内閣
府

- 0059 - - - - - 平成３０年度対象 ○

066 公立文教施設整備に必要な経費 昭和４７年度 － 10,464 10,044 9,013  点検対象外 現状通り

　事業実施省庁との権限を明確化した上で、実
施省庁と連携して、事業の有効性・効果につい
て適切に検証すること。また、事業の進捗状況
を的確に把握し、執行実績を適切に概算要求へ
反映させること。

7,996 6,526 ▲1,470 - 現状通り

　行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、事業実施省庁との権限の明確化を図
り、事業実施省庁と連携のもと、事業の有
効性・効果の検証及び事業の進捗状況の的
確な把握を行い、適正な予算の執行や概算
要求への反映に努めたい。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄教育振興事業費
（大事項）公立文教施設整備
に必要な経費

内閣
府

- 0060 - - - - - 平成２７年度対象 ○

067 医師歯科医師等の派遣に必要な経費 昭和４７年度 － 2 2 1  点検対象外 現状通り

　事業実施省庁との権限を明確化した上で、実
施省庁と連携して、事業の有効性・効果につい
て適切に検証すること。また、事業の進捗状況
を的確に把握し、執行実績を適切に概算要求へ
反映させること。

2 2 ▲0 - 現状通り

　行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、事業実施省庁との権限の明確化を図
り、事業実施省庁と連携のもと、事業の有
効性・効果の検証及び事業の進捗状況の的
確な把握を行い、適正な予算の執行や概算
要求への反映に努めたい。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄保健衛生諸費（大
事項）医師歯科医師等の派遣
に必要な経費

内閣
府

- 0061 - - - - - 平成２８年度対象

068 沖縄北部連携促進特別振興対策特定開発事業費 平成２４年度 令和３年度 2,572 2,719 2,196  点検対象外 現状通り

　内閣府における本件事業実施の必要性を合理
的かつ的確に認識した上で、事業実施省庁と連
携し、事業の有効性・効果について適切に検証
すること。また、事業の進捗状況を的確に把握
し、執行実績を適切に概算要求へ反映させるこ
と。

2,619 2,619 - - 現状通り

　行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、事業実施省庁と連携し、事業の進捗
状況を的確に把握するとともに、事業の有
効性・効果について適切に検証してまいり
たい。

沖縄振興局 一般会計

（項）沖縄北部連携促進特別
振興対策特定開発事業推進費
（大事項）沖縄北部連携促進
特別振興対策に係る特定開発
事業の推進に必要な経費

内閣
府

- 0062 - - - - - 平成３０年度対象

069 （建設海岸）海岸事業調査費 昭和４７年度 － 3 3 3  点検対象外 現状通り

　事業実施省庁との権限を明確化した上で、実
施省庁と連携して、事業の有効性・効果につい
て適切に検証すること。また、事業の進捗状況
を的確に把握し、執行実績を適切に概算要求へ
反映させること。

3 3 - - 現状通り
　行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、引き続き事業の進捗状況の把握に努
めたい。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）海岸事業に必要な経費

内閣
府

- 0063 - - - - - 平成２８年度対象 ○

070 （港湾海岸）海岸事業調査費 昭和４７年度 － 4 4 4  点検対象外 現状通り

　事業実施省庁との権限を明確化した上で、実
施省庁と連携して、事業の有効性・効果につい
て適切に検証すること。また、事業の進捗状況
を的確に把握し、執行実績を適切に概算要求へ
反映させること。

4 4 - - 現状通り

沖縄振興予算の仕組み（内閣府の役割、事
業実施省庁との連携）について、備考欄に
記載した。
行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、引き続き事業の進捗状況の把握に努め
たい。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）海岸事業に必要な経費

内閣
府

- 0064 - - - - - 平成２８年度対象 ○

071 水道施設整備に必要な経費 昭和４７年度 － 2,056 2,259 2,257  点検対象外 現状通り

　事業実施省庁との権限を明確化した上で、実
施省庁と連携して、事業の有効性・効果につい
て適切に検証すること。また、事業の進捗状況
を的確に把握し、執行実績を適切に概算要求へ
反映させること。

2,500 2,800 300 - 現状通り

　行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、事業実施省庁との権限を明確化し、
事業実施省庁と連携のもと、事業の有効
性・効果の検証及び事業の進捗状況の的確
な把握を行い、適正な予算の執行や概算要
求への反映に努めたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」247

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）水道施設整備に必要な経
費

内閣
府

- 0065 - - - - - その他 ○
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072 廃棄物処理施設整備に必要な経費 昭和４７年度 － 1,812 1,998 1,975  点検対象外 現状通り

　事業実施省庁との権限を明確化した上で、実
施省庁と連携して、事業の有効性・効果につい
て適切に検証すること。また、事業の進捗状況
を的確に把握し、執行実績を適切に概算要求へ
反映させること。

1,359 1,340 ▲19 - 現状通り

　行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、事業実施省庁との権限を明確化し、
事業実施省庁と連携のもと、事業の有効
性・効果の検証及び事業の進捗状況の的確
な把握を行い、適正な予算の執行や概算要
求への反映に努めたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」269

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）廃棄物処理施設整備に必
要な経費

内閣
府

- 0066 - - - - - 平成２８年度対象 ○ 　

073
良好で緑豊かな都市空間の形成等のための国営
公園事業に必要な経費

昭和４７年度 － 2,381 2,642 2,608 

 アウトカムは一人当たり公園面積の増と
なっているが、事業内容は、必ずしもそれを
目指した構成とはなっておらず、実績値にお
いても公園面積の増加は微々たるものであ
る。また、公園管理の再委託先における契約
が、全件随意契約となっている点は改善が必
要と思われる。

現状通り

　外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、多角的な観点から検証するなど、より一層
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するべき。

2,611 3,188 577 - 現状通り

　ご指摘を踏まえ、アウトカム指標につい
ては、指標を国営公園の利用者満足度とし
たい。再委託については、一括及び主たる
部分以外にのみ認められており、業務内容
も設備管理や清掃、警備などの定型的かつ
役務的なものに限られている。また、受注
者は再委託を行う場合には、発注者へ申請
し、承諾を受けることとなっており、引き
続き、適正な再委託となるよう審査により
確認することとしたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」655

沖縄振興局 一般会計

（項）沖縄開発事業費（大事
項）良好で緑豊かな都市空間
の形成等のための国営公園事
業に必要な経費

内閣
府

- 0067 - - - - - その他 ○

074 森林整備事業に必要な経費 昭和４７年度 － 320 317 308  点検対象外 現状通り

　事業実施省庁との権限を明確化した上で、実
施省庁と連携して、事業の有効性・効果につい
て適切に検証すること。また、事業の進捗状況
を的確に把握し、執行実績を適切に概算要求へ
反映させること。

292 292 - - 現状通り
　今後の事業の推進に当たっては、事業実
施省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に
把握した上で、推進して参る所存。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」162

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）森林整備事業に必要な経
費

内閣
府

- 0068 - - - - - 平成２７年度対象 ○

075 治山事業に必要な経費 昭和４７年度 － 317 272 217  点検対象外 現状通り

　事業実施省庁との権限を明確化した上で、実
施省庁と連携して、事業の有効性・効果につい
て適切に検証すること。また、事業の進捗状況
を的確に把握し、執行実績を適切に概算要求へ
反映させること。

353 363 10 - 現状通り
　今後の事業の推進に当たっては、事業実
施省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に
把握した上で、推進して参る所存。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」85

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）治山事業に必要な経費

内閣
府

- 0069 - - - - - 平成２８年度対象 ○

076 水産基盤整備に必要な経費 平成１３年度 － 3,386 4,210 4,200 

 「岸壁」の整備率だけをアウトカムとする
ことには合理性がなく、他の施策に関して
も、それぞれにアウトカム指標を設定し、事
業全体の進捗管理を行う必要がある。

現状通り

　外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、多角的な観点から検証するなど、より一層
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するべき。

3,047 3,738 691 - 現状通り

　アウトカム指標については、岸壁の整備
率の他、岸壁の耐震化率、浮漁礁の更新率
を設定。
今後の事業の推進に当たっては、事業実施
省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に把
握した上で、推進して参る所存。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」989

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）水産基盤整備に必要な経
費

内閣
府

- 0070 - - - - - その他 ○

077 農業生産基盤整備事業に必要な経費 昭和４７年度 － 13,677 11,891 11,845 

 アウトカム指標の達成度合いの進捗は、百
数十億円を投じながらわずか１％増にとど
まっており、2021年度までに大幅な増加によ
り目標が達成される見込みはあるのか疑問に
思わざるを得ない。計画全体の見直しの機会
を逸することのないように対処する必要があ
るように思う。

現状通り

　外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、多角的な観点から検証するなど、より一層
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するべき。

12,463 14,601 2,137 - 現状通り

　アウトカム指標である、かんがい施設の
整備等の加速化を図るため、令和２年度概
算要求において、農業用水を安定供給する
用水路、ほ場における給水栓やスプリンク
ラー等のかんがい施設を整備する事業（農
業生産基盤整備事業費補助）に重点化して
予算を要求したところ。引き続き、事業の
進捗状況を的確に把握した上で、本事業の
適正な推進に努めたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」2,430

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）農業生産基盤整備事業に
必要な経費

内閣
府

- 0071 - - - - - その他 ○

078
社会資本総合整備事業に必要な経費
（社会資本整備総合交付金）

平成２２年度 － 14,282 13,527 13,352  点検対象外 現状通り

　事業実施省庁との権限を明確化した上で、実
施省庁と連携して、事業の有効性・効果につい
て適切に検証すること。また、事業の進捗状況
を的確に把握し、執行実績を適切に概算要求へ
反映させること。

15,100 16,457 1,357 - 現状通り
　行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、引き続き事業の進捗状況の把握に努
めたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」2,986

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）社会資本総合整備事業に
必要な経費

内閣
府

- 0072 - - - - - 平成２８年度対象 ○

079
社会資本総合整備事業に必要な経費
（防災・安全社会資本整備交付金）

平成２４年度 － 4,380 3,827 3,760  点検対象外 現状通り

　事業実施省庁との権限を明確化した上で、実
施省庁と連携して、事業の有効性・効果につい
て適切に検証すること。また、事業の進捗状況
を的確に把握し、執行実績を適切に概算要求へ
反映させること。

4,422 4,574 152 - 現状通り
　行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、引き続き事業の進捗状況の把握に努
めたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」573

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄開発事業費（大事
項）社会資本総合整備事業に
必要な経費

内閣
府

- 0073 - - - - - 平成２８年度対象 ○

080
沖縄開発事業（旧社会資本整備事業特別会計計
上分）

平成２６年度 － 49,615 51,399 50,778  点検対象外 現状通り

　事業実施省庁との権限を明確化した上で、実
施省庁と連携して、事業の有効性・効果につい
て適切に検証すること。また、事業の進捗状況
を的確に把握し、執行実績を適切に概算要求へ
反映させること。

54,618 64,294 9,676 - 現状通り
　行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、引き続き事業の進捗状況の把握に努
めたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」14,009

沖縄振興局 一般会計

（項）沖縄開発事業費
（大事項）河川整備事業に必
要な経費
（大事項）砂防事業に必要な
経費
（大事項）地域連携道路事業

内閣
府

- 0074 - - - - - 平成２７年度対象 ○ ○ 　

081 駐留軍用地跡地利用推進に必要な経費 平成９年度 令和３年度 1,255 1,238 321 

 予算執行率が低いことを前提として、跡地
利用の成功事例、あまり巧く行っていない事
例を現地で調査の上、この事業のスキームの
有効性を再確認したらどうか。

現状通り

　外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、多角的な観点から検証するなど、より一層
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するべき。

255 255 ▲0 - 執行等改善
　予算執行率が低い交付金を新規に創設し
た事業の一部として統合し、効率的な予算
執行を図る。

政策統括官（沖縄
政策担当）

一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

- 0075 - - - - - その他 ○ ○

082
沖縄の特殊事情に伴う特別対策に必要な経費
（沖縄振興開発金融公庫・補給金）

昭和４８年度 － 595 595 523 

 長期・低利の安定した資金を得られる事業
者(受益者）に対するアンケートの回答が
「肯定的」であることは、いわば当然であ
り、その結果を本事業への高い評価と認識す
ることは適切とはいえないのではないか。難
しい点とは思うが、予算額の精緻化への努力
目標がアウトカムとされるべきではないかと
思われる。

現状通り

　外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、多角的な観点から検証するなど、より一層
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するべき。

495 495 - - 現状通り

　本事業（補給金）については、公庫の損
益上の収支の均衡を通じて、沖縄県内の事
業者等に対する安定的な資金供給の実現を
図るものであるが、将来予測を含む翌年度
決算見込みが算定の基礎となるため、必然
的に不確実性を伴う事情があることから、
予算額の精緻化が困難な面があるが、所見
を踏まえ、引き続き、概算要求時点におい
て利用可能な情報（過去の貸倒引当率や将
来の信用コストの見通し等）を多角的な観
点から検証するなどして、損益見通しの一
層の精度向上に努めてまいりたい。
　なお、当該アンケートのほか、事業者以
外の者（経済団体等）に対してもヒアリン
グを実施しており、アンケートと同様、概
ね肯定的な回答を得ている。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

- 0076 - - - - - その他 ○

083
沖縄の特殊事情に伴う特別対策に必要な経費
（沖縄振興開発金融公庫に対する出資金に必要
な経費）

平成１４年度 － 300 300 300 

 ベンチャー企業の立ち上がりにおいては一
定の必要性があるものと思うが、当該企業が
順調な経営を維持できる状態に至った段階の
対処方をあらかじめ考えておくことが必要な
分野と思われる。

現状通り

　外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、多角的な観点から検証するなど、より一層
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するべき。

400 400 - - 現状通り

　出資先企業の財政状態及び経営成績につ
いては、株主総会や決算書等にて定期的に
確認しており、経営が軌道に乗り将来にお
いても安定的な経営が見込まれ、株式等を
処分することが妥当と判断した場合は、出
資先と処分の方法、時期について協議して
いる。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

- 0077 - - - - - その他

084 沖縄の子供の貧困対策に必要な経費 平成２８年度 令和３年度 1,202 1,202 1,036  点検対象外 現状通り
　事業の有効性・効果について適切に検証する
とともに、予算の効率的執行に努め、執行実績
を適切に概算要求へ反映させるべき。

1,309 1,437 128 - 現状通り

　沖縄県等と連携し、事業内容の有効性・
効果・課題について検証を行うとともに、
事業の進捗状況等を把握したうえで、必要
な費用について概算要求を行った。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

- 0078 - - - - - 平成２９年度対象 ○

085 沖縄科学技術大学院大学学園に必要な経費 平成２３年度 － 22,838 19,916 19,913  点検対象外 現状通り

　事業の有効性・効果について適切に検証する
とともに、予算の効率的執行に努め、巨額の国
費を投入する事業であることからも、国費投入
額に見合った研究の成果等が具体化できるよう
引き続き検証するべき。

19,622 20,304 682 - 現状通り

　沖縄科学技術大学院大学学園法におい
て、学園法の施行後10年を目途に学園法の
施行状況等について検討を加えるとされて
いるところ、現在、内閣府特命担当大臣が
任命する有識者による検討会において、
OISTの研究・教育、沖縄への貢献等につい
て評価を行っていることを踏まえつつ、さ
らに事業成果の適切な評価・検証に努めて
まいりたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」4,469

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄科学技術大学院大学学園
に必要な経費

内閣
府

- 0079 - - - - - 平成３０年度対象 ○

086 沖縄北部連携促進特別振興事業費 平成２４年度 令和３年度 2,572 3,240 3,028  点検対象外 現状通り
事業の有効性・効果について適切に検証すると
ともに、予算の効率的執行に努め、執行実績を
適切に概算要求へ反映させるべき。

3,450 3,450 - - 現状通り

　行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、事業の有効性・効果についての適切
な検証及び予算の効率的執行に努め、その
実績を適切に概算要求に反映させる。

政策統括官（沖縄
政策担当）

一般会計

（項）沖縄北部連携促進特別
振興事業費（大事項）沖縄北
部連携促進特別振興事業に必
要な経費

内閣
府

- 0080 - - - - - 平成３０年度対象 ○

087 沖縄の戦後処理対策に必要な経費 昭和５０年度 － 3,140 3,178 2,934  点検対象外 現状通り

　事業効果について適時・適切に検証し、予算
の効率的かつ効果的執行に努めること。なお、
概算要求に関しては、執行実績を反映させ適正
に積算すること。

3,083 3,070 ▲13 - 現状通り

　戦後処理対策予算の大宗を占める不発弾
等処理事業において、令和２年度概算要求
は対前年度で４百万円減額し要求してい
る。これは近年の執行実績を踏まえつつ、
県・市町村とも調整を行い、不発弾等対策
をより効果的に促進するため必要な経費と
して要求しているもの。
　他の事業についても、沖縄県等と進捗状
況を確認し、必要な経費を要求している。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

- 0081 - - - - - 平成２７年度対象 ○ ○

088 沖縄・地域安全パトロール事業 平成２８年度 － 868 868 846  点検対象外 現状通り
　事業の有効性・効果について適切に検証する
とともに、予算の効率的執行に努め、執行実績
を適切に概算要求へ反映させるべき。

868 868 - - 現状通り
　引き続き、事業の有効性・成果について
適切に検証し、予算の効率的執行に努めて
いく。

政策統括官（沖縄
政策担当）

一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

- 0082 - - - - - 平成３０年度対象 　

089 沖縄力発見創造事業 平成２９年度 令和３年度 60 60 55 

 ①この事業のターゲットは何か。本土の企
業なのか、外国の企業は対象外なのか。②個
別相談や視察を待っているだけなのか。③か
つて企業誘致に熱心だった他府県の前例調
査、その後の調査をしているのか。

現状通り

　外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、多角的な観点から検証するなど、より一層
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するべき。

70 70 0 - 現状通り

　引き続き、事業の有効性・効率性・成果
について適切かつ的確に検証し、予算の効
率的執行に努めていく。
　なお、外部有識者の所見に関し、当該事
業の内容を補足すると、以下のとおり。
①沖縄への企業誘致等を主眼とする事業で
あるため、概念的に外国企業を排除するも
のではないが、これまでのところ本土企業
を対象として実施している。
②内閣府として対象企業（業種等）を多角
的に検討した上で、沖縄において、関連施
設・企業の視察、予算・税制・特区制度等
の説明、在沖企業との個別相談等を行うプ
ログラムを実施している。
③必要に応じて他県の前例等を参照してお
り、加えて、平成28年時にはこれまでの当
事業の詳細なフォローアップ調査を実施し
ている。

政策統括官（沖縄
政策担当）

一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

- 0083 - - - - - その他

090 沖縄国際物流拠点活用推進事業 平成２９年度 令和３年度 939 1,139 1,040  点検対象外 現状通り
　昨年の公開プロセスでの議論、外部有識者の
所見を踏まえた対応策をしっかりと実践するな
ど、引き続き予算の効率的執行に努めること。

939 1,075 136 - 執行等改善

　概算要求において、効果検証及び改善策
検討のための審査委員会及び書面審査員に
対する費用を要求した。
　補助対象事業の要件について、公募要領
に類型を提示した。加えて、公募説明会に
おいて、より具体的な補助対象事業を例示
した。

政策統括官（沖縄
政策担当）

一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

- 0084 - - - - - 平成３０年度対象 ○



令和元年度 令和２年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

基金担当部局庁 項・事項
事業
番号

事　　業　　名
平成３０年度
補正後予算額

平成３０年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度 評価結果

執行
可能額

差引き
反映状況

会計区分

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

備　考外部有識者の所見
所見の概要 反映内容

行政事業レビュー推進チームの所見

執行額

（単位：百万円）

委託
調査

補助
金等

平成３０年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目 ３つ目

091 沖縄型産業中核人材育成事業 平成２９年度 令和３年度 367 367 327 

 沖縄では「観光貧乏」という言葉を耳にす
る。観光は豊かさをもたらさないという。本
土から見れば人件費の安さ、農産品や水産品
の低価格が魅力だが、それがかえって沖縄の
発展を阻害しているとも言われる。ここに象
徴されるように、事業の前提に本土の思惑が
あって、それが沖縄の現場でのニーズとズレ
があるのではないのか。行政の「上から目
線」ではなく、実際の沖縄県民の意見を正確
に反映する調査をふまえた事業展開はできな
いものか。

現状通り

　外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、多角的な観点から検証するなど、より一層
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するべき。

333 334 0 - 現状通り

　本事業は、沖縄の産業全体の生産性向上
に向けて、各業界に必要な専門的知識・技
能を有し、企業の成長を牽引する中核人材
を育成することを目的としたものであり、
業界ごとに、業界団体、企業、専門家等で
構成される実行委員会を設け、求める人材
像や必要な専門的知識・技能を検討し、そ
の内容を踏まえて人材育成カリキュラムを
開発、県内企業を対象に研修を実施してい
る。
　引き続き事業の有効性・効率性・成果に
ついて適切かつ的確に検証し、予算の効率
的執行に努めてまいりたい。

政策統括官（沖縄
政策担当）

一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

- 0085 - - - - - その他

092 沖縄離島活性化推進事業 平成２９年度 令和３年度 1,153 1,072 684 

 領海・EEZの保全、海上交通の安全の確保、
海洋資源の開発と利用、産業振興と定住促進
による人口減少への歯止め。複数の目的をこ
の事業で同時に追及することに無理がある。
まずは成果目標を個々に切り分け、それぞれ
に対応するアウトプットを考えるべきではな
いか。その次に全体の成果を考える。

現状通り

　外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、多角的な観点から検証するなど、より一層
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するべき。

1,200 1,540 340 - 現状通り

　国としては事業実施主体（市町村）が行
う事業ごとの目標設定及び効果検証等に資
するよう助言等を行っているところであ
り、事業ごとの成果を踏まえて本補助金全
体の成果を検証するものとしている。今後
は、行政事業レビュー推進チームの所見も
踏まえ、事業の有効性・効率性・成果につ
いて適切かつ的確な検証に努める。

政策統括官（沖縄
政策担当）

一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

- 0086 - - - - - その他 ○

093 交通環境イノベーション事業推進に必要な経費 平成２９年度 平成３０年度 300 300 275  点検対象外 終了予定
　事業終了後、早急に実効性の高いフォロー
アップに努め、事業の有効性・成果について適
切かつ明確になるよう検証するべき。

- - - - 予定通り終了
　所見を踏まえ、事業の有効性・成果につ
いて適切かつ明確となるよう検証に努め
る。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

- 0088 - - - - - 平成３０年度対象 ○

094 沖縄の人材育成推進に必要な経費 平成３０年度 － 210 210 109 

 事業目的欄において、「観光・情報分野の
専門学校」をあげられているにも関わらず、
アウトカムでは「専門学校」への進学率とい
う一般的な指標としているのは、対応関係が
あいまいにみえる。留学、遠隔教育に関して
も、観光など対象分野をどう切り分け、それ
ぞれ的確なアウトカムを設定することが必要
と思われる。

現状通り

　外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、多角的な観点から検証するなど、より一層
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するべき。

272 195 ▲77 - 現状通り

　事業実施機関等と連携し、事業の進捗状
況の把握に努めるとともに、有効性・成果
について検証を行うため、適切なアウトカ
ムについて検討を行い、効率的な予算の執
行に努める。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

新
30

- 0010 - - - - - 前年度新規 ○

095 交通モード多様化事業推進に必要な経費 平成３０年度 － 50 50 44 

 高速船、小型飛行機が例示されたのは、
「有識者のヒアリング」および「企業の提
案」からとされているが、まず、沖縄を観光
で訪れる旅行者の側に、そのようなニーズが
あるのかを調査する必要があるのではない
か。観光地の地元が望むものが、観光客が望
むものと一致するとは限らないように思う。

現状通り

　外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、多角的な観点から検証するなど、より一層
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するべき。

10 50 40 - 現状通り

　本調査は、民間交通事業者による自立的
な運航の契機となる実証実験や調査を実施
するものであり、実証実験の中で利用者ア
ンケート調査を実施することで利用者ニー
ズの把握に努めている。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

新
30

- 0011 - - - - - 前年度新規 ○

096 沖縄糖業振興対策事業に必要な経費 平成３０年度 － 244 244 102 

 平成30年度開始で、「終了予定なし」とさ
れているが、事業目的にある「製糖業の持続
的発展」とは、無期限の補助金の継続ではな
く、製糖業の企業としての自立を視野に入れ
たものでなければならないと思われ、製糖事
業者の自立の見込みを計画上確認しつつ実施
する必要がある。

現状通り

　外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、多角的な観点から検証するなど、より一層
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するべき。

1,173 1,223 50 - 現状通り

　さとうきびの生産及び製糖工場について
は、沖縄県、特に離島においては、基幹産
業として地域の経済活動に極めて重要な役
割を担っていることから、働き方改革等に
対応し、製糖業の体制強化を図るため、今
回の行政事業レビューの対象である、沖縄
糖業振興対策事業を実施していく必要があ
る。今後の事業の実施に当たっては、より
一層事業の有効性・効率性・成果について
検証しつつ、適切に事業実施を図っていく
こととする。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

新
30

- 0012 - - - - - 前年度新規 ○

097
沖縄の酒類製造業の自立的経営の促進に必要な
経費

平成３０年度 令和４年度 33 33 33  点検対象外 現状通り
　事業の効果について適切に検証するととも
に、予算の効率的執行に努め、執行実績を適切
に概算要求へ反映させるべき。

112 162 50 - 現状通り

　引き続き、事業の効果について適切に検
証するとともに、予算の効率的執行に努
め、執行実績も踏まえながら必要な経費を
要求している。

沖縄振興局 一般会計
（項）沖縄政策費（大事項）
沖縄政策の推進に必要な経費

内閣
府

新
30

- 0013 - - - - - 前年度新規 ○

098 沖縄国立大学法人施設整備に必要な経費 平成３０年度 令和６年度 305 305 305 

 「事業目的」欄では、長期にわたる大学施
設の整備が語られる反面、アウトカムが設定
できない理由としては、単年度予算ゆえにア
ウトカム設定になじまないことがあげられて
いて、レビューシートの記述内容の統一がと
れていないように思う。また、本年度の「実
施設計」の契約者が、年度の「基本設計」の
受託者に限定されるという点(支出上位10者
欄)は、基本設計の契約時に、次の「実施設
計」の契約者も決めるのだという認識があっ
たとすれば、債務負担行為に近い契約だった
ことになるのではないか。

現状通り

　外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、多角的な観点から検証するなど、より一層
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するべき。

5,882 8,887 3,004 - 現状通り

　外部有識者の所見を踏まえ、レビュー
シートの記述内容の統一がされるよう「定
量的な目標が設定できない理由」の欄の文
言修正。

沖縄振興局 一般会計

（項）沖縄国立大学法人施設
整備費（大事項）沖縄国立大
学法人施設整備に必要な経費
（大事項）沖縄国立大学法人
健康医療拠点施設整備に必要
な経費

内閣
府

新
30

- 0014 - - - - - 前年度新規 ○

施策名：３３ 子ども・若者育成支援の総合的推進（政策１０－施策①）

099 子ども・若者育成支援推進経費 昭和４１年度 － 238 238 192 

　全国的に本事業を進める上での中心が地域
協議会であると言われる一方で、協議会の設
置やその役割については、各自治体の考え方
に委ねられており、そのためか、各地域協議
会の活動実態の把握がなされていない印象を
受ける。アウトカムについても、例えば、地
域協議会の活動実態を示す何らかの指標の設
定を各自治体に促し、その達成度合いをアウ
トカムのひとつとすることも考えられるので
はないか。
　また、国が行う調査等についても、地方の
現場の実態を横断的に捉えた上でそのニーズ
を反映したものになっているか、また、調査
結果等が地方の現場で利用可能なものになっ
ているか、といった点も疑問に思われる。
　前回の公開プロセスにおいて再検討の要請
がなされ、それらについて対応策がとられた
とされるが、必ずしも十分とは見えない。現
時点において、国の関与の在り方、的確なア
ウトカムの設定等について、再度の見直しを
求めたい。

事業全体の抜本的
な改善

　公開プロセスの結果を踏まえ、事業の見直し
を行い、概算要求に反映させること。

225 243 18 ▲7 縮減

令和元年度公開プロセスの評価結果を踏ま
え、
・市区町村における子供・若者支援地域協
議会の設置促進及び既存ネットワークの活
用推進を事業内容とする「子供・若者支援
地域ネットワーク強化推進事業」を中心に
徹底して見直しを行い、既存地域ネット
ワークの活用推進事業を取りやめ、協議会
の設置が進んでいない市区町村における協
議会の設置促進事業に特化させるメリハリ
のある事業内容とし、対前年度予算額比約
15％減の26百万円の概算要求額とした。
・「困難を有する子供・若者に関する調査
研究」について、特に、子ども・若者支援
地域協議会における支援・取組みに関する
調査研究を内容とすることとし、必要な経
費を概算要求額とした。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」40

政策統括官（共生
社会政策担当）

一般会計
（項）共生社会政策費（大事
項）共生社会政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0089 - - - - - その他

施策名：３４ 高齢社会対策の総合的推進（政策１０－施策②）

100 高齢社会対策推進経費 昭和４９年度 － 33 33 30  点検対象外 現状通り
　引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努め
ること。また、効率的に執行した実績を概算要
求に反映させること。

32 70 38 - 現状通り
　引き続き、効果的・効率的な事業の実施
に努めて参りたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」52

政策統括官（共生
社会政策担当）

一般会計
（項）共生社会政策費（大事
項）共生社会政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0090 - - - - - 平成２８年度対象 　

施策名：３５バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進に関する広報啓発、調査研究等（政策１０－施策③）

101
バリアフリー・ユニバーサルデザイン施策推進
経費

平成１４年度 － 4 4 2  点検対象外 現状通り
　引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努め
ること。また、効率的に執行した実績を概算要
求に反映させること。

4 4 ▲0 - 現状通り

　引き続き、効果的・効率的な事業の実施
等に努めるとともに、概算要求において
は、消費税率のアップに伴い増額が必要な
経費が多いところ、真に必要な経費につい
て精査を行い、前年度予算額を超えないも
のとした。

政策統括官（共生
社会政策担当）

一般会計
（項）共生社会政策費（大事
項）共生社会政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0091 - - - - - 平成２８年度対象

施策名：３６ 障害者施策の総合的推進（政策１０－施策④）

102 障害者施策推進経費 昭和５６年度 － 103 103 54  点検対象外 現状通り
　引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努め
ること。また、効率的に執行した実績を概算要
求に反映させること。

98 115 16 - 現状通り
　引き続き、効果的・効率的な事業の実施
等に努めてまいりたい。

政策統括官（共生
社会政策担当）

一般会計
（項）共生社会政策費（大事
項）共生社会政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0092 - - - - - 平成２８年度対象

施策名：３７ 交通安全対策の総合的推進（政策１０－施策⑤）

103 交通安全対策推進経費 昭和４５年度 － 89 89 78  点検対象外 現状通り

　一社応札となった要因を検証し、競争性が確
保されるよう事業の実施に努めることとし、効
率的に執行した実績を概算要求に反
映させること。

86 95 9 - 執行等改善

　各事業において、複数の業者へ入札の声
掛けを行ったが、一者入札になってしまっ
た事業があった。例えば、参加・体験・実
戦型交通ボランティア養成事業運営支援業
務については、入札説明会に３社が出席
し、３社とも入札参加の可否を審査するた
めの履行体制証明書を提出したが、１社は
内容の不備により失格となり、もう１社は
書類の内容に不備はなかったものの、他事
業の落札により急遽書類審査を辞退したた
め、結果的に１社のみの入札となった。い
ずれにしろ、全ての事業において、より一
層の他社への声掛けを行うこと等により、
競争性の確保を目指す。併せて、引き続き
予算の効率的な執行及び概算要求への適切
な反映に努めることとする。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」23

政策統括官（共生
社会政策担当）

一般会計
（項）共生社会政策費（大事
項）共生社会政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0093 - - - - - 平成３０年度対象

施策名：３８ 子どもの貧困対策の総合的推進（政策１０－施策⑥）

104 子どもの貧困対策調査研究等経費 平成２６年度 － 152 152 113 

　エビデンスに基づく政策立案が重視される
ところ，とくに子どもの貧困に関する実態調
査は重要性が高くなっている。子どもの貧困
支援を行う団体に関する実態調査に留まら
ず，不足している実態把握の案件があれば，
積極的に取り組んでもよいのではないか。コ
スト重視は施策の有効性を高めた上で検討す
べきことあり，施策のステージによっては，
熟度を高めて行くことを優先しなければなら
ない場合もありうる。本施策がどのようなス
テージにあるのか（施策の効果を高めていく
段階にあるのか，それとも施策のコストを縮
減していくべき段階にあるのか）について
は，十分に説明的であることを求めたい。

現状通り

　外部有識者からの所見も踏まえ、引き続き、
効果的･効率的な事業の実施に努めることとし、
効率的に執行した実績を概算要求に反映させる
こと。

147 188 41 - 現状通り

　子供の貧困対策に関する調査研究につい
ては、「子どもの貧困対策の推進に関する
法律」において必要な施策として講ずるも
のとされており、令和元年６月の同法改正
時の参議院・内閣委員会における附帯決議
では、「子どもの貧困に関する調査が全国
的に実施されるよう努めること」とされ施
策の効果を高める段階にあると考え、全国
的調査の実施に必要な経費を概算要求して
いる。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」40

政策統括官（共生
社会政策担当）

一般会計
（項）共生社会政策費（大事
項）共生社会政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0094 - - - - - 最終実施年度
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平成３０年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目 ３つ目

105
子供の未来応援地域ネットワーク形成支援事業
（地域子供の未来応援交付金）

平成２７年度 － 406 764 248  点検対象外 現状通り
　事業の有効性及び事業効果について適切に検
証するとともに、予算の効率的執行に努め、執
行実績を適切に概算要求に反映させるべき。

151 458 307 - 現状通り

　今後も地方自治体からの要望を踏まえ、
使いやすい交付金にするとともに、地方で
の説明会の開催や国の職員の派遣に加え、
上記「平成31・32年度予算内訳」の「主な
増減理由」欄に記載のとおり、令和元年の
「子どもの貧困対策法」の改正により市町
村に計画策定の努力義務が課されたことを
踏まえ、今年度は都道府県主管課長会議も
開催し、計画策定に際しての交付金の有効
性及び事業効果を説明し積極的な活用を促
すことで、予算の効率的な執行に努めてま
いりたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」341

政策統括官（共生
社会政策担当）

一般会計
（項）共生社会政策費（大事
項）共生社会政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0095 - - - - - 平成３０年度対象 ○

施策名：３９ 青年国際交流の推進（政策１０－施策⑦）

106 青年国際交流経費 昭和３４年度 － 1,410 1,410 1,398  点検対象外 現状通り
　引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努め
ること。また、効率的に執行した実績を概算要
求に反映させること。

1,403 1,458 55 - 現状通り
　引き続き、効果的・効率的な事業の実施
等に努めて参りたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」194

政策統括官（共生
社会政策担当）

一般会計
（項）共生社会政策費（大事
項）共生社会政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0096 - - - - - 平成２７年度対象

施策名：４０ 男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進（政策１１－施策①）

107 男女共同参画に関する普及・啓発に必要な経費 平成６年度 － 39 39 36  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効
果的かつ効率的な予算執行に努めること。

35 36 1 - 現状通り
　所見を十分に踏まえ、引き続き、事業の
適切な進捗管理、予算の効果的かつ効率的
な予算執行に努める。

H30年度予算額を変更
減。女性活躍事業のHP
管理運用経費を、普及
啓発（事業番号97）か
ら女性の参画拡大（事
業番号101）に整理し
たため（14.6百万円）

男女共同参画局 一般会計

（項）男女共同参画社会形成
促進費（大事項）男女共同参
画社会の形成の促進に必要な
経費

内閣
府

- 0097 - - - - - 平成２８年度対象

108
男女共同参画を促進するための地方公共団体・
民間団体等との連携に必要な経費

平成１３年度 － 41 41 39  点検対象外 現状通り
　一者応札の現状について、引き続き参入可能
な事業者の事前調査及び参入要件の緩和を検討
するなど、一者応札の是正に努めること。

38 39 1 - 現状通り

　指摘のあった一者応札の現状について
は、開催地や開催時期ごとに一括した入札
を行わず、案件ごとに入札を行うことで、
比較的事業規模の小さい事業者の参入が可
能となるよう工夫するなど、今後も引き続
き是正に努める。

男女共同参画局 一般会計

（項）男女共同参画社会形成
促進費（大事項）男女共同参
画社会の形成の促進に必要な
経費

内閣
府

- 0098 - - - - - 平成２８年度対象

109 国際交流・国際協力の促進に必要な経費 平成１２年度 － 109 109 68  点検対象外 現状通り

　成果目標について、目的の達成に必要な業務
内容となっているか引き続き検討するととも
に、事業の適切な進捗管理、予算の効果的かつ
効率的な予算執行に努めること。

103 132 29 - 現状通り

　御所見を踏まえ、引き続き妥当な成果目
標について検討するとともに、事業の適切
な進捗管理、予算の効果的かつ効率的な予
算執行に努めたい。

男女共同参画局 一般会計

（項）男女共同参画社会形成
促進費（大事項）男女共同参
画社会の形成の促進に必要な
経費

内閣
府

- 0099 - - - - - 平成２９年度対象

110
女性に対する暴力の根絶に向けた取組に必要な
経費

平成１６年度 － 260 260 229  点検対象外 現状通り

　昨年度の外部有識者の所見を踏まえ、引き続
き目標達成に向けたより効果的な事業手法を検
討するとともに、一者応札の是正に努めるこ
と。

279 759 479 - 現状通り

　引き続き、目標達成に向けたより効果的
な広報活動の実施に努めるとともに、一者
応札の是正に向けて調達における競争性の
確保に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」479

男女共同参画局 一般会計

（項）男女共同参画社会形成
促進費（大事項）男女共同参
画社会の形成の促進に必要な
経費

内閣
府

- 0100 - - - - - 平成３０年度対象 ○ 　

111 女性の参画の拡大に向けた取組に必要な経費 平成９年度 － 72 72 62  点検対象外 現状通り
　一者応札の現状について、引き続き参入可能
な事業者の事前調査及び参入要件の緩和を検討
するなど、一者応札の是正に努めること。

75 78 3 - 現状通り
　所見を十分踏まえ、引き続き一者応札案
件の是正に努める。

H30年度予算額を変更
増。女性活躍事業のHP
管理運用経費を、普及
啓発（事業番号97）か
ら女性の参画拡大（事
業番号101）に整理し
たため（14.6百万円）
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」5

男女共同参画局 一般会計

（項）男女共同参画社会形成
促進費（大事項）男女共同参
画社会の形成の促進に必要な
経費

内閣
府

- 0101 - - - - - 平成２９年度対象

112 女性活躍促進に向けた取組に必要な経費 平成２５年度 － 290 374 321  点検対象外 現状通り
　引き続き、推進計画の策定が進んでいない市
町村に対し、積極的に周知を図りながら事業の
推進に努めること。

150 300 150 - 現状通り

　引き続き、推進計画の策定が進んでいな
い市町村に対し、都道府県を通じて周知を
図るともに、事業を活用した策定支援の推
進に努める。

男女共同参画局 一般会計

（項）男女共同参画社会形成
促進費（大事項）男女共同参
画社会の形成の促進に必要な
経費

内閣
府

- 0102 - - - - - 平成３０年度対象 ○

施策名：４１ 仕事と生活の調和の推進（政策１１－施策②）

113 仕事と生活の調和の推進に必要な経費 平成２０年度 － 31 31 19 

　社会的に働き方改革やワークライフバラン
ス，ダイバーシティが注目を集めているとこ
ろ，これまでになく好ましい政策推進の条件
が整っている時代状況になっていると思われ
る。この好機を逃さず，施策の水準をしっか
りと高めていただくことが必要なことと思わ
れる。欧米との比較でいえば，まだ多くの課
題があるとされているので，この好機を逃さ
ないようにしていただきたい。政策環境が悪
いときに政策を推進すれば，高いコストを払
わなければならなくなるが，政策環境が良い
ときに政策を推進することができれば，より
安価に高い効果を発揮することができるはず
である。

現状通り
　外部有識者の所見を踏まえ、引き続き、事業
の適切な進捗管理、予算の効果的かつ効率的な
予算執行に努めること。

23 26 4 - 現状通り
　ご指摘を踏まえ、引き続き事業の適切な
進捗管理、予算の効率的かつ適正な執行に
努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」4

男女共同参画局 一般会計

（項）男女共同参画社会形成
促進費（大事項）男女共同参
画社会の形成の促進に必要な
経費

内閣
府

- 0103 - - - - - その他

施策名：４２ 食品健康影響評価技術研究の推進（政策１２－施策①）

114 食品健康影響評価技術の研究に必要な経費 平成１７年度 － 183 183 170 
 全てが公募随意契約であるが、競争入札に
付すことが可能な検討科目は存在しなかった
のか、事情を確認したい。

現状通り
　競争的資金制度の趣旨を踏まえ、引き続き、
最大限の研究結果が得られる調達方法を検討の
うえ、事業を実施していくこと。

193 255 62 - 現状通り

　引き続き、外部専門家を含む「研究・調
査企画会議」による事前評価や経費・使途
の確認作業等を通じた研究計画の評価を実
施し、競争的資金制度の趣旨を踏まえて適
正に事業を実施する。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」109

食品安全委員会 一般会計
（項）食品安全政策費（大事
項）食品健康影響評価技術の
研究に必要な経費

内閣
府

- 0104 - - - - - その他 ○

施策名：４３ 食品安全の確保に必要な総合的施策の推進（政策１２－施策②）

115 リスクコミュニケーション実施経費 平成１５年度 － 29 29 18  点検対象外 現状通り
　昨年度の外部有識者の所見を踏まえ、引き続
き関係省庁等との連携や役割分担について説明
を補足していくべき。

29 33 4 - 現状通り

　事業実施に当たり、リスク管理（規制、
指導等）を行う関係行政機関から独立した
リスク評価機関としての立場を明確にし、
科学的知見に基づくリスク評価（食品中の
毒性はどの程度なのか、どのくらいなら食
べても健康に影響がないのか等）について
のリスコミを行い、効率的かつ適正な予算
の執行に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」13

食品安全委員会 一般会計
（項）食品安全政策費（大事
項）食品安全の確保に必要な
経費

内閣
府

- 0105 - - - - - 平成３０年度対象

施策名：４４ 公益法人制度の運営と認定・監督等の実施（政策１３－施策①）

116 公益法人制度の適正な運営の推進に必要な経費 平成１９年度 － 260 260 247  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の適
切かつ効率的な執行に努めること。

157 204 47 - 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算
の適切かつ効率的な執行に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」46

公益認定等委員会 一般会計

（項）公益法人制度適正運営
推進費（大事項）公益法人制
度の適正な運営の推進に必要
な経費

内閣
府

- 0106 - - - - - 平成２９年度対象

施策名：４５ 経済社会活動の総合的研究（政策１４－施策①）

117 経済社会活動の総合的研究に必要な経費 平成１２年度 － 478 478 400 

 景気動向の把握，政策判断に寄与すること
を目的として，「教育の質を反映した価格・
実質アウトプットの把握手法に関する調査研
究」を個人に再委託し，400万円もの国費
を，報告書の作成ではなく，調査設計・調査
支援のために支出されている点は妥当なのだ
ろうか。報告書の作成は，別途行われている
ようである。なお，どのような政策文書にこ
の報告書が反映されているのか。さらには，
類似の研究との差別化についても説明の必要
があるのではないか。まずはこれらの点をひ
とつひとつ丁寧にご説明いただきたい。

現状通り
　外部有機者の所見を踏まえ、再委託先の検証
をし、類似の研究との差別化も含め、しっかり
説明するべき。

437 607 170 - 現状通り

　本委託調査の再委託先は、仕様書に基づ
き委託業者が選定したものであり、適切な
選定がなされたと考えている。再委託調査
には新たなデータベースや産業連関表の構
築といった業務が含まれるため、国民経済
計算体系や教育分野に関する高度な知識が
求められる。また、再委託の業務内容は、
調査設計・調査分析の実施支援と記載され
ているが正確には、生産活動に着目した研
究（教育デフレーター作成のための基礎
データの収集・整理、データベースの構築
やそれに関連する報告書の作成）であり、
その再委託金額については研究に必要と想
定される作業量に基づき決定した。本委託
調査は平成30年3月に閣議決定された「公
的統計の整備に関する基本計画」において
統計委員会への報告を求められている事項
について調査しているものであり、今後内
容を精査して統計委員会に報告する予定で
ある。なお、本委託調査に類似する、国民
経済計算体系における教育部門の価格や実
質アウトプットに関する類似の研究は見当
たらない。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」167

経済社会総合研究
所

一般会計
（項）経済社会総合研究所
（大事項）経済社会活動の研
究等に必要な経費

内閣
府

- 0107 - - - - - その他 ○

施策名：４６ 国民経済計算（政策１４－施策②）

118 国民経済計算に必要な経費 平成１２年度 － 172 172 152  点検対象外 現状通り
　一者応札の現状について、引き続き参入可能
な事業者の事前調査及び参入要件の緩和を検討
するなど、一者応札の是正に努めること。

187 147 ▲40 - 現状通り

　入札の実施に当たっては、引き続き、参
入可能な事業者の事前調査及び参入要件の
緩和を検討するとともに、入札実施時期の
早期化及び入札説明会の開催等により、入
札に参加し易い環境を整えることで、一者
応札の是正に努める。

経済社会総合研究
所

一般会計
（項）経済社会総合研究所
（大事項）経済社会活動の研
究等に必要な経費

内閣
府

- 0108 - - - - - 平成２８年度対象 ○

施策名：４７ 人材育成、能力開発（政策１４－施策③）

119 経済研修所運営に必要な経費 平成１２年度 － 10 10 7  点検対象外 現状通り
　引き続き、研修の習熟度・理解度に重点を置
きながら研修を実施し、職員の経済の分析能力
向上に寄与するよう努めること。

10 9 ▲1 - 現状通り
　引き続き、研修の習熟度・理解度に重点
を置きながら研修を実施し、職員の経済の
分析能力向上に寄与するよう努める。

経済社会総合研究
所

一般会計
（項）経済社会総合研究所
（大事項）経済社会活動の研
究等に必要な経費

内閣
府

- 0109 - - - - - 平成２９年度対象 　

施策名：４８ 迎賓施設の適切な運営（政策１５－施策①）

120 赤坂迎賓館参観経費 平成２８年度 － 846 846 687  点検対象外 現状通り

　引き続き、効率的かつ効果的な参観手法の在
り方等の検討を継続して行うとともに、今後も
予算の効率的な執行に努め、執行実績を適切に
概算要求に反映させること。

822 811 ▲11 - 現状通り

　若年層や外国人などの参観者層の拡大、
リピーターの増加につながるよう、季節に
応じた夜間公開や特別企画を引き続き実施
するとともに、様々な試験的取組を通じ、
効率的かつ効果的な参観手法のあり方の検
討を行う。

迎賓館 一般会計
（項）迎賓施設運営費（大事
項）迎賓施設の運営に必要な
経費

内閣
府

- 0110 - - - - - 平成２８年度対象
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121 京都迎賓館参観経費 平成２８年度 － 298 298 282  点検対象外 現状通り

　引き続き、効率的かつ効果的な参観手法の在
り方等の検討を継続して行うとともに、今後も
予算の効率的な執行に努め、執行実績を適切に
概算要求に反映させること。

279 276 ▲3 - 現状通り

　若年層や外国人などの参観者層の拡大、
リピーターの増加につながるよう、季節に
応じた夜間公開や特別企画を引き続き実施
するとともに、様々な試験的取組を通じ、
効率的かつ効果的な参観手法のあり方の検
討を行う。また、執行実績を踏まえた概算
要求を行う。

迎賓館 一般会計
（項）迎賓施設運営費（大事
項）迎賓施設の運営に必要な
経費

内閣
府

- 0111 - - - - - 平成２８年度対象

施策名：４９ 宇宙開発利用の推進（政策１６－施策①）

122 宇宙利用拡大の調査研究 平成２６年度 － 430 430 397  点検対象外 現状通り
　引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努め
ること。また、効率的に執行した実績を概算要
求に反映させること。

430 532 102 - 現状通り

　行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、引き続き、効果的・効率的な執行を
実施し、その実績を概算要求に反映させる
こととする。

宇宙開発戦略推進
事務局

一般会計
（項）宇宙開発戦略推進事務
局（大事項）宇宙開発利用政
策の企画立案等に必要な経費

内閣
府

- 0112 - - - - - 平成２７年度対象 ○

123 実用準天頂衛星システム事業の推進 平成２４年度 令和１４年度 30,439 22,115 20,736  点検対象外 現状通り

　引き続き、経費の使途等を精査・確認の上、
効果的･効率的な事業の実施に努めること。
また、効率的に執行した実績を概算要求に反映
させ、コストの縮減に努めること。

26,254 26,257 3 - 現状通り

　行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、引き続き、経費の使途等を精査・確
認の上、効果的・効率的な事業の実施に努
め、効率的に執行した実績を概算要求に反
映させ、コストの縮減に努めることとす
る。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」15,311

宇宙開発戦略推進
事務局

一般会計
（項）宇宙開発戦略推進事務
局（大事項）宇宙開発利用政
策の企画立案等に必要な経費

内閣
府

- 0113 - - - - - 平成２９年度対象 ○

施策名：５０ 北方領土問題解決促進のための施策の推進（政策１７－施策①）

124 北方領土返還要求運動推進等経費 昭和４３年度 － 72 72 55  点検対象外 現状通り
　事業の有効性・効果について適切に検証する
とともに、予算の効率的執行に努め、執行実績
を適切に概算要求に反映させること。

72 73 1 - 現状通り
　引き続き適正な予算の執行、事業成果の
検証に努めることとする。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」37

北方対策本部 一般会計
（項）北方対策本部（大事
項）北方領土問題対策に必要
な経費

内閣
府

- 0114 - - - - - 平成３０年度対象 ○

施策名：５１ 子ども・子育て支援の推進（政策１８－施策①）

125 子ども・子育て支援に必要な経費 平成１７年度 － 240 240 188  点検対象外 現状通り
　引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努め
ること。また、効率的に執行した実績を概算要
求に反映させること。

216 233 17 - 現状通り 　引き続き、適正な予算執行に努める。
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」50

子ども・子育て本
部

一般会計
（項）子ども・子育て本部
（大事項）子ども・子育て支
援に必要な経費

内閣
府

- 0115 - - - - - 平成２８年度対象

126 地域少子化対策強化事業 平成２５年度 － 2,602 3,001 874  点検対象外 現状通り

　引き続き、事業の有効性及び事業効果につい
て適切に検証するとともに、予算の効率的執行
に努め、執行実績を適切に概算要求に反映させ
るべき。

952 2,554 1,601 - 現状通り

　これまでの行政改革推進会議における指
摘(通告)等も踏まえ、引き続き、中期的な
事業効果の測定に資する成果目標の設定や
参考指標の把握・検証を行っている。
　概算要求については、執行実績を反映さ
せ、平成31年度概算要求額30.0億円→令和
２年度概算要求額25.5億円とした。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」1,696

子ども・子育て本
部

一般会計
（項）子ども・子育て本部
（大事項）子ども・子育て支
援に必要な経費

内閣
府

- 0116 - - - - - 平成３０年度対象 ○

施策名：５２ 子ども・子育て家庭の生活安定化等の推進（政策１８－施策②）

127 児童手当等交付金に必要な経費 昭和４６年度 － 1,379,547 1,379,547 1,331,428  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の実施のために必要な予算確
保に努め、適正な予算の執行に努めること。

1,348,808 1,338,576 ▲10,232 - 現状通り
　引き続き、児童手当支給対象者に確実に
手当を支給できるよう努めてまいりたい。

子ども・子育て本
部

年金特別会計子ど
も・子育て支援勘

定

(項)児童手当等交付金
（大事項）児童手当交付金に
必要な経費
（大事項）特例給付等交付金
に必要な経費

内閣
府

- 0118 - - - - - 平成２９年度対象 ○

施策名：５３ 特定教育・保育施設等利用の推進（政策１８－施策③）

128 子どものための教育・保育給付に必要な経費 平成２７年度 － 911,457 911,457 907,381  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の実施のために必要な予算確
保に努め、適正な予算の執行に努めること。

1,185,161 1,185,277 116 - 現状通り
　引き続き必要な予算を確保しつつ適正な
執行に努める。

子ども・子育て本
部

年金特別会計子ど
も・子育て支援勘

定

（項）子ども・子育て支援推
進費（大事項）子どものため
の教育・保育給付等に必要な
経費

内閣
府

- 0119 - - - - - 平成２９年度対象 ○ 　

施策名：５４ 地域における子ども・子育て支援対策の推進（政策１８－施策④）

129 地域子ども・子育て支援に必要な経費 平成２７年度 － 135,649 135,471 122,190  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の実施のために必要な予算確
保に努め、適正な予算の執行に努めること。

147,438 147,530 92 - 現状通り
　子ども・子育て支援法に基づく地域子ど
も・子育て支援事業が市町村で実施される
よう、事業の推進に努めてまいりたい。

子ども・子育て本
部

年金特別会計子ど
も・子育て支援勘

定

（項）地域子ども・子育て支
援及仕事・子育て両立支援事
業費
（大事項）地域子ども・子育
て支援に必要な経費
（大事項）仕事・子育て両立
支援等に必要な経費

内閣
府

- 0120 - - - - - 平成２９年度対象 ○

130 仕事・子育て両立支援事業に必要な経費 平成２８年度 － 170,113 170,113 170,055  点検対象外
事業内容の一部改

善

　本事業の実施にあたっては、　一部の施設に
おいて利用が低調となっていたり、事業の休止
や取りやめ、取消しが生じるなどの課題を踏ま
え、より効果的かつ円滑な事業実施のため必要
な改善を行うこと。

202,006 202,006 - - 執行等改善

　企業主導型保育事業においては、本事業
の課題や今後の方向性等が示された「企業
主導型保育事業の円滑な実施に向けた検討
委員会報告」（H31.3.18）や「企業主導型
保育事業（平成28年度・29年度助成決定
分）の検証について」（H31.4.26）を踏ま
え、より効果的かつ円滑な事業実施のため
の改善を進めてまいりたい。

子ども・子育て本
部

年金特別会計子ど
も・子育て支援勘

定

（項）地域子ども・子育て支
援及仕事・子育て両立支援事
業費（大事項）仕事・子育て
両立支援等に必要な経費

内閣
府

- 0121 - - - - - 平成２９年度対象 ○

施策名：５５ 国際平和協力業務等の推進（政策２０－施策①）

131 国際平和協力隊の派遣等経費 平成４年度 － 133 133 81  点検対象外 現状通り
　予算の効率的執行に努め、執行実績や事業計
画を適切に概算要求に反映させること。

178 227 50 - 現状通り
　引き続き効率的な執行に努めるととも
に、執行実績等を踏まえ、概算要求を行っ
た。

国際平和協力本部 一般会計
（項）国際平和協力本部（大
事項）国際平和協力業務の実
施等に必要な経費

内閣
府

- 0122 - - - - - 平成２９年度対象

132 国際平和協力のための人材育成経費 平成１７年度 － 36 36 23  点検対象外 現状通り

　引き続き、人材の確保に向けた採用手法、人
材育成手法等を検証し、効果的な取組を実施す
るとともに、予算の効率的執行に努め、執行実
績等を適切に概算要求に反映させること。

47 48 1 - 現状通り

　引き続き効率的な執行に努めるととも
に、執行実績等を踏まえ、概算要求を行っ
た。
　国際平和協力研究員の更なる能力向上・
人材育成の推進に努める。

国際平和協力本部 一般会計
（項）国際平和協力本部（大
事項）国際平和協力業務の実
施等に必要な経費

内閣
府

- 0123 - - - - - 平成２８年度対象

133 人道救援物資備蓄経費 平成９年度 － 168 168 59  点検対象外 現状通り
　引き続き、予算の効率的執行に努め、調達計
画に則して、適切に概算要求に反映させるこ
と。

117 96 ▲21 - 現状通り
　引き続き効率的な執行に努めるととも
に、執行実績等を踏まえ、概算要求を行っ
た。

国際平和協力本部 一般会計
（項）国際平和協力本部（大
事項）国際平和協力業務の実
施等に必要な経費

内閣
府

- 0124 - - - - - 平成２７年度対象

施策名：５６　科学に関する重要事項の審議及び研究の連絡（政策２１－施策①）

134 各国アカデミーとの交流等の国際的な活動 昭和２３年度 － 203 203 188  点検対象外 現状通り
　引き続き、過去の公開プロセスに指摘を踏ま
え、事業を進めること。

202 204 2 - 現状通り

　引き続き、加盟団体の分担金の意義やそ
の事業効果測定について、専門の委員会に
おいて個別の活動状況等を分析し、適宜見
直しを行うことにより今後の事業に反映さ
せる。

日本学術会議 一般会計
（項）日本学術会議（大事
項）科学に関する重要事項の
審議等に必要な経費

内閣
府

- 0125 - - - - - 平成２９年度対象

135 科学の役割についての普及・啓発 昭和６１年度 － 4 4 3  点検対象外
事業内容の一部改

善

　学術フォーラムの開催回数について、昨年同
様、当初の見込みより少なくなっているため、
より計画的に事業を進めるべき。

4 6 2 - 執行等改善

　開催に向けた手続きにおける企画案の募
集について、追加募集の実施及び募集につ
いての会員等への周知を徹底することによ
り、開催回数を増加させ、見込の達成を目
指す。

日本学術会議 一般会計
（項）日本学術会議（大事
項）科学に関する重要事項の
審議等に必要な経費

内閣
府

- 0126 - - - - - 平成２８年度対象

136 科学者間ネットワークの構築 昭和２４年度 － 8 8 6 
 A,B,Cが受託した事業は、競争入札に付すこ
とも可能であったと思われる。随意契約を選
択した理由の説明を求めたい。

現状通り
　有識者の所見のとおり、随意契約を選択した
理由を説明すること。

8 8 0 - 現状通り

　いずれも会計法第29条の3第5項及び予算
決算及び会計令第99条1項に該当するた
め、少額随意契約としている。
　また、予算決算及び会計令第99条6項に
基づき、複数者から見積書を徴収し、最低
価格の者に決定している。

日本学術会議 一般会計
（項）日本学術会議（大事
項）科学に関する重要事項の
審議等に必要な経費

内閣
府

- 0127 - - - - - その他

施策名：５７ 民間人材登用等の推進（政策２２－施策①）

137 国家公務員の再就職支援経費 平成２５年度 － 62 66 22 
 入札者数と落札率が、過去2年で、非常に類
似している。入札条件の設定には、さらなる
工夫の余地があるのではないか。

現状通り

　引き続き、より多くの事業者が入札に参入で
きるよう、仕様書の内容調整や入札公告期間を
長く設けるなど、調達内容の工夫を実施してい
くこと。

77 81 4 - 現状通り

　所見を踏まえ、入札条件については、余
裕のある公示期間の設定や、要件の緩和な
どに取り組むとともに、市場価格調査を行
い多数の業者に呼びかけを行うなどして、
引き続き、より多くの事業者が入札に参加
できるように努める。

官民人材交流セン
ター

一般会計
（項）官民人材交流センター
（大事項）官民人材交流セン
ターの運営に必要な経費

内閣
府

- 0128 - - - - - その他

施策名：５８ 有人国境離島政策の推進（政策１９－施策①）

138 有人国境離島政策の推進に必要な経費 平成２９年度 令和８年度 5,051 5,051 4,346  点検対象外 現状通り
　昨年の公開プロセスでの議論、外部有識者の
所見を踏まえた対応策をしっかりと実践するな
ど、引き続き予算の効率的執行に努めること。

5,032 5,905 873 - 現状通り

　有人国境離島に関する施策については、
引き続き、都道県計画に沿って、地域の実
状に応じて支援していく。
　地方公共団体のアウトカムの設定と国の
施策との調和に関しては、今後のフォロー
アップにおいて、国だけではなく、地域毎
の指標や取組を検証し、必要に応じて、国
の基本方針や都道県計画の見直し等を行
う。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」1,370

総合海洋政策推進
事務局

一般会計
（項）有人国境離島政策推進
費（大事項）有人国境離島政
策の推進に必要な経費

内閣
府

- 0129 - - - - - 平成３０年度対象 ○

いずれの施策にも関連しないもの

139
社会保障・税番号制度に関する周知・広報に必
要な経費

平成２６年度 － 468 368 151  点検対象外 現状通り
　引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努め
ること。また、効率的に執行した実績を概算要
求に反映させること。

222 291 69 - 現状通り
　引き続き、効果的･効率的な事業の実施
に努めるとともに、効率的に執行した実績
を概算要求に反映させる。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」68

大臣官房 一般会計
（項）内閣本府共通費（大事
項）内閣本府一般行政に必要
な経費

内閣
府

- 0130 - - - - - 平成２７年度対象

140 社会保障・税番号システム整備等業務経費 平成２８年度 － 13,817 8,730 7,343  点検対象外 現状通り

　調達にあたり競争性の確保を行うとともに、
効果的･効率的な事業の実施に努めることとし、
効率的に執行した実績を概算要求に反映させる
こと。

4,132 - ▲4,132 - 現状通り

　調達にあたり競争性の確保を行うととも
に、効果的･効率的な事業の実施に努め、
効率的に執行した実績を概算要求に反映さ
せる。

社会保障・税番号シス
テム整備等業務経費は
令和2年度から予算の
計上府省が内閣官房に
変更された

大臣官房 一般会計
（項）内閣本府共通費（大事
項）内閣本府一般行政に必要
な経費

内閣
府

- 0131 - - - - - 平成２９年度対象

141 拉致被害者等の支援に必要な経費 平成１５年度 － 357 357 7  点検対象外 現状通り
　引き続き、適切な経費の執行に努めることと
し、必要な支援を実施すること。

363 372 9 - 現状通り
　行政事業レビュー推進チームの所見を踏
まえ、適切な経費の執行に努めつつ、必要
な支援を実施するよう努める。

大臣官房 一般会計
（項）内閣本府共通費（大事
項）拉致被害者等の支援に必
要な経費

内閣
府

- 0132 - - - - - 平成２９年度対象

142 消費税転嫁等対策に必要な経費 平成２５年度 令和２年度 204 204 169 
 入札に付すことが可能な事業であったとも
思われる。随意契約を選択した理由を説明さ
れたい。

現状通り

　相談センターの運営にあたっては、国民から
の相談等に対して誤りなく正確に回答すること
が必須条件であり、仮に誤った回答をした場
合、事業者が徴収する税率に直接的に影響をも
たらすこととなるため、年度が替わっても高い
レベルでの対応品質が求められることから従前
より随意契約としているところ。引き続き、相
談件数に応じた効率的かつ効果的な事業の実施
に努めるとともに、過年度の執行実績や執行率
を的確に分析し、概算要求に反映させること。

175 187 11 - 現状通り

　総合相談センターの運営経費について
は、引き続き、過年度の執行実績等を踏ま
え、適切に概算要求を行うとともに、効率
的・効果的な事業の実施に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」29

大臣官房 一般会計
（項）内閣本府共通費（大事
項）消費税転嫁等対策に必要
な経費

内閣
府

- 0133 - - - - - その他 　
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143 内閣本府庁舎等施設の整備に必要な経費 平成１３年度 － 436 453 344  点検対象外 現状通り
　引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努め
るとともに、効率的な執行の実績を概算要求に
反映させること。

962 1,246 284 - 現状通り

　引き続き、中長期の整備計画に基づく、
効果的かつ効率的な整備を行う。
　また、後年度における負担も考慮しつ
つ、改修等の必要性が高い場合に適切な整
備を行う。

大臣官房 一般会計
（項）内閣本府施設費（大事
項）内閣本府施設整備に必要
な経費

内閣
府

- 0134 - - - - - 平成２８年度対象

144 新たな国立公文書館施設の整備に必要な経費 平成３０年度 － 302 19 19 

 重要な事業である。したがってコスト抑
制、費用対効果、将来発生するであろうラン
ニングコストなどを見すえて、適正に運営し
て欲しい。

現状通り
　引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努め
ることとし、効率的に執行した実績を概算要求
に反映させること。

431 1,187 756 - 現状通り
　引き続き、効果的・効率的な事業の実施
等に努める。

大臣官房 一般会計
（項）内閣本府施設費（大事
項）内閣本府施設整備に必要
な経費

内閣
府

新
30

- 0015 - - - - - 前年度新規

145
独立行政法人国立公文書館運営費交付金に必要
な経費

平成１３年度 － 2,044 2,044 2,044  点検対象外 現状通り
　引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努め
ることとし、効率的に執行した実績を概算要求
に反映させること。

2,044 2,497 452 - 現状通り

　令和２年度概算要求については、収入予
算を前年度比約6％増額を行い、事業収入
の拡充方策の検討を行うこととした。
　また、業務運営の効率化及びコスト削減
については、効果的・効率的な業務の実施
に向けて、引き続きコスト削減に向けた取
り組みを実施していくこととする。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」277

大臣官房 一般会計

（項）独立行政法人国立公文
書館運営費（大事項）独立行
政法人国立公文書館運営費交
付金に必要な経費

内閣
府

- 0135 - - - - - 平成３０年度対象 ○

146
独立行政法人国立公文書館施設整備に必要な経
費

平成３０年度 － 85 - - 

 公文書管理は政府の説明責任を国民が考え
る際に必要不可欠なツールである。公文書管
理と公文書館のあり方は、一国の民主主義の
成熟度を測る上で重要な指標になる。その意
味で今回の公文書館関係施設（つくば分館や
北の丸本館）の改修は重要である。なお、必
要性、効率性については問題ないと考える。
有効性の確認については改修後の課題であろ
う。

現状通り
　引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努め
ることとし、効率的に執行した実績を概算要求
に反映させること。

57 303 246 - 現状通り

　本事業における調達については一般競争
入札を原則とし、効果的・効率的な事業の
実施に努めることとする。また、令和2年
度概算要求においては、北の丸本館、つく
ば分館の改修に向けた設計業務における歳
出化及び、空調設備の更新等について計上
し、前年度に引き続き、「新たな国立公文
書館建設に関する基本計画（内閣府特命担
当大臣決定）」に基づき事業を行っていく
こととしている。

大臣官房 一般会計

（項）独立行政法人国立公文
書館施設整備費（大事項）独
立行政法人国立公文書館施設
整備に必要な経費

前年度新規 ○

147
経済財政政策運営の企画立案総合調整に必要な
経費

平成１３年度 － 18 18 16  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効
果的かつ効率的な予算執行に努めること。

30 34 4 - 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理を行
い、予算を効果的かつ効率的に執行する。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」3

政策統括官（経済
財政運営担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0136 - - - - - 平成２８年度対象

148 国際経済会議等に必要な経費 平成１３年度 － 106 106 77  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効
果的かつ効率的な予算執行に努めること。

108 120 12 - 現状通り
　ご指摘を踏まえ、事業の適切な進捗管
理、予算の効率的かつ適切な執行に努めて
まいりたい。

政策統括官（経済
財政運営担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0137 - - - - - 平成２８年度対象

149 雇用対策の総合的推進に必要な経費 平成２０年度 － 8 8 6  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効
果的かつ効率的な予算執行に努めること。

7 11 4 - 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算
の効果的かつ効率的な予算執行に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」4

政策統括官（経済
財政運営担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0138 - - - - - 平成２９年度対象

150 中長期の経済運営に必要な経費 平成１４年度 － 45 45 31  点検対象外 現状通り
　一者応札の現状について、参入可能な事業者
の事前調査及び参入要件の緩和を検討するな
ど、一者応札の是正に努めること。

44 180 136 - 現状通り
　契約にあたっては一者応札の是正に留意
の上、調査等を実施していく。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」112

政策統括官（経済
社会システム担
当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0139 - - - - - 平成２８年度対象 ○

151
経済財政政策に関する有識者の見解調査・コン
センサス検討経費

平成２４年度 － 4 4 3  点検対象外 現状通り
　引き続き、とりまとめた成果の諮問会議の議
論や政策への反映状況について説明を行うとと
もに、適切な予算執行に努めること。

4 4 ▲0 - 現状通り

　引き続き、とりまとめた成果の諮問会議
の議論や政策への反映状況について説明を
行うとともに、適切かつ効率的な予算執行
に留意する。

政策統括官（経済
社会システム担
当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0140 - - - - - 平成３０年度対象

152 経済財政政策の効果分析 平成１２年度 － 27 27 19  点検対象外 現状通り
　一者応札の現状について、引き続き参入可能
な事業者の事前調査及び参入要件の緩和を検討
するなど、一者応札の是正に努めること。

27 35 8 - 現状通り

　一者応札に係わる今後の対処として、30
日以上の市場価格調査・公告期間の確保、
分かりやすい仕様書の作成、履行期間の十
分な確保に取り組むこととする。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」14

政策統括官（経済
財政分析担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0141 - - - - - 平成２８年度対象

153 計量分析一般関連業務 平成１２年度 － 5 5 3  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効
果的かつ効率的な予算執行に努めること。

4 4 ▲0 - 現状通り
　今後とも、事業の適切な進捗管理、予算
の効率的かつ適正な執行に努める。

政策統括官（経済
財政分析担当）

一般会計
（項）経済財政政策費（大事
項）経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0142 - - - - - 平成２９年度対象 ○

154 都市再生推進経費 平成２８年度 － 470 260 247  点検対象外 現状通り
　事業の有効性・効率性・成果について適切に
検証するとともに、予算の効率的執行に努め、
執行実績を概算要求に適切に反映させるべき。

77 78 1 - 現状通り
　引き続き、事業の有効性・効率性・成果
を適切に検証するとともに、予算の効率的
執行に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」3

地方創生推進事務
局

一般会計
（項）地方創生推進事務局
（大事項）地方創生の推進に
係る計画認定等に必要な経費

内閣
府

- 0146 - - - - - 平成２９年度対象 ○

155 近未来技術の実装推進事業 平成３０年度 平成３０年度 17 17 13 

 HPの閲覧件数が指標に掲げられているが，
目標値があるのみであり，実績値が記載され
ていない。先端的な取り組みについて，自治
体が参照して横展開をはかっていくための事
例集であるとのことであるので，HPの閲覧件
数は必須項目ということになるのではない
か。

終了予定

　外部有識者の所見を踏まえ、事業終了後、早
急に実効性の高いフォローアップに努め、事業
の有効性・成果について適切かつ明確になるよ
う検証し、今後の同種事業実施につなげるべ
き。

- - - - 予定通り終了

　事例集の掲載HP年間閲覧数の実績値につ
いては、事例集の公表が平成31年3月末で
あり、実績値が測定できていないため、記
載できていない状況である。
　また、今後の同種事業実施につなげるた
めに、各取組の進捗管理などを定期的に実
施しながら、実効性の高いフォローアップ
や、有効性・成果が適切かつ明確になるよ
う検証を行っていく。

地方創生推進室 一般会計
（項）地方創生支援費（大事
項）地方創生の支援に必要な
経費

内閣
府

新
30

- 0016 - - - - - 前年度新規

156 産業遺産情報センター整備・運営に必要な経費 平成３０年度 － 387 141 141 

 産業遺産情報センターの設置場所は産業遺
産の多くが集積する西日本からは遠く離れて
おり，また利便性も高くないようであるが，
せっかくの施設であるので，ぜひとも有効に
活用していただきたい。重要なことは整備す
る施設が利用価値の高い施設であることであ
る。予算の効率的執行に過度にとらわれるこ
とにより，利便性を阻害することのないよう
期待する。なお，施設のなかには端島をはじ
め老朽化が著しい施設も含まれることから，
まずは記録保全について，万全を期していた
だきたい。

現状通り

　外部有識者の所見を踏まえ、当該事業につい
て、多角的な観点から検証するなど、より一層
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証するべき。

412 371 ▲42 - 現状通り

　本センターでは、ユネスコ世界遺産委員
会からの勧告に対応するため、「明治日本
の産業革命遺産　製鉄・製鋼、造船、石炭
産業」の世界遺産価値や各サイトの歴史全
体について理解できるよう情報発信を行う
ほか、産業遺産の管理保全に関する調査な
ども行う予定であり、産業遺産の理解促進
や管理保全に資する利用価値の高い施設と
して整備・運営を行う予定である。なお、
本センターの設置場所については、「明治
日本の産業革命遺産」が全国に立地する２
３の構成資産全体で１つの世界遺産価値を
有する世界遺産であることなどから、全国
の情報を集約して発信する拠点としてふさ
わしい国の玄関口である東京都内としてい
る。

地方創生推進事務
局

一般会計
（項）地方創生推進事務局
（大事項）地方創生の推進に
係る計画認定等に必要な経費

内閣
府

新
30

- 0017 - - - - - 前年度新規

157 科学技術・イノベーション政策に係る調査等 平成１３年度 － 31 31 17 
 Bが受諾した業務は、その費用が少額とは言
え、競争入札に付すことが可能であったよう
に思われる。

現状通り
　有識者の所見のとおり、一部の契約において
競争入札を実施しないことの説明が必要。

30 26 ▲4 - 現状通り

　競争性のない随意契約により契約するこ
ととなった案件については、当該データを
提供している法人が直接販売を行っている
ため、結果として競争性のない随意契約に
より契約することとなった。今後も競争性
のない随意契約による場合には、真にやむ
を得ない場合などに限ることとしたい。

政策統括官（科学
技術・イノベー
ション担当）

一般会計

（項）科学技術・イノベー
ション政策費（大事項）科学
技術・イノベーション政策の
企画立案等に必要な経費

内閣
府

- 0147 - - - - - その他 ○

158
総合科学技術・イノベーション活動に係る国際
活動

平成１４年度 － 25 25 23 

 BからGが受託した業務には、一般競争入札
に付すことが可能なものが含まれていると思
われ、これらが全て随意契約とされた理由の
説明が望まれる。

現状通り
　外部有識者の所見を踏まえて、随意契約とさ
れた理由を説明すること。

25 25 0 - 現状通り

　各契約において、一般競争入札に付すべ
き案件はなかったため、随意契約としてい
るところ。可能な限り複数者から見積書を
徴収し、最低価格の者に決定している。

政策統括官（科学
技術・イノベー
ション担当）

一般会計

（項）科学技術・イノベー
ション政策費（大事項）科学
技術・イノベーション政策の
企画立案等に必要な経費

内閣
府

- 0148 - - - - - その他

159 科学技術システム改革の推進 平成１８年度 － 24 24 18  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効
率的かつ適正な執行に努めること。

31 1,051 1,020 - 現状通り

　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算
の効率的かつ適正な執行に努める。
　令和２年度概算要求においては、既存経
費の見直しを行うとともに、日本オープン
イノベーション大賞の実施を通じたオープ
ンイノベーションの推進、技術シーズと
ニーズの実効あるマッチング機能や公共調
達の活用等による中小・ベンチャー企業の
促進を通じた橋渡し機能の強化及びスター
トアップ・エコシステム拠点都市の形成に
よる創業環境強化を図ることで技術シーズ
の迅速な社会実装を推進・加速する。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」743

政策統括官（科学
技術・イノベー
ション担当）

一般会計

（項）科学技術・イノベー
ション政策費（大事項）科学
技術・イノベーション政策の
企画立案等に必要な経費

内閣
府

- 0150 - - - - - 平成２８年度対象 ○

160 革新的研究開発の推進 平成２２年度 － 7 7 1  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効
率的執行に努めること。

7 7 - - 現状通り
　予算の効率的な執行に留意しつつ、引き
続き事業予算の執行管理を徹底し、効率
的・効果的な事業の実施に努める。

政策統括官（科学
技術・イノベー
ション担当）

一般会計

（項）科学技術・イノベー
ション政策費（大事項）科学
技術・イノベーション政策の
企画立案等に必要な経費

内閣
府

- 0151 - - - - - 平成２９年度対象

161 エビデンスシステムの構築 平成２６年度 － 171 687 600  点検対象外 現状通り

　事業の内容の専門性が高い事業の入札につい
ては、公告期間を長くとったり、入札説明会を
開催するなど、競争性を高めるよう改善策を講
じること。

160 360 200 - 現状通り

　事業の内容の専門性が高い事業の入札に
ついては、入札説明会を開催したり、委託
業務の内容を細分化することにより競争性
を高めるよう改善策を講じる。

（旧名称）第５期科学
技術基本計画及び科学
技術イノベーション総
合戦略の推進に必要な
政策立案調査
要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」216

政策統括官（科学
技術・イノベー
ション担当）

一般会計

（項）科学技術・イノベー
ション政策費（大事項）科学
技術・イノベーション政策の
企画立案等に必要な経費

内閣
府

- 0152 - - - - - 平成２７年度対象 ○

162
現地対策本部設置に係る施設の改修に要する経
費

平成２６年度 令和４年度 111 - -  点検対象外 現状通り
　事業の適正な進捗管理、予算の適切かつ効率
的な執行に努めること。

- - - - 現状通り
　引き続き、競争性の確保に努めた契約を
行い、事業の適正な進捗管理を行うこと
で、効率的かつ適正に予算執行する。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）内閣本府施設費（大事
項） 内閣本府施設整備に必要
な経費

内閣
府

- 0153 - - - - - 平成２７年度対象

163 災害対策本部予備施設の改修に要する経費 平成２６年度 － 203 57 52  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の適正な進捗管理、予算の適
切かつ効率的な執行に努めること。

- 69 69 - 現状通り
　引き続き、競争性の確保に努めた契約を
行い、事業の適正な進捗管理を行うこと
で、効率的かつ適正に予算執行する。

「新しい日本のための
優先課題推進枠」69

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）内閣本府施設費（大事
項）内閣本府施設整備に必要
な経費

内閣
府

- 0154 - - - - - 平成２７年度対象 　

164
中央防災無線網の施設整備及び管理に要する経
費

平成１２年度 － 1,264 905 791 

 国と地方、中央府省庁間にまたがるネット
ワークで仕事の良し悪しを見る場合には、①
監査の発想で資金や資源の使用状況、法令の
遵守・コンプライアンスの状況を見る、②政
策評価や事業評価で活動の有効性をレビュー
する、この二つが有効である。②では発生し
た問題の早期解決、障害の迅速な回復をはじ
めとしたさまざまな成果を考える必要があ
る。

現状通り
　有識者の所見を踏まえ、効果的・効率的な事
業の実施に努めること。

826 854 28 - 現状通り

　内閣府に加え中央防災無線網を利用する
機関においても、中央防災無線運営要領に
基づき、各機関毎に運用管理者を定め、電
波法等の遵守及び適切な運用管理を行って
いるところ。また、設備障害対応事例及び
災害時の活動運用事例等を関係機関で共有
することにより、迅速な障害復旧及び災害
対応時の円滑な運用に努めているところ。
引き続き、訓練や会議等を通じ緊密に連携
し効果的・効率的な運用管理に努める。
　各機関毎の整備すべき通信設備の最適化
を検討しているところ。引き続き、コスト
縮減及び資産管理の効率化に努める。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0155 - - - - - 最終実施年度



令和元年度 令和２年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

基金担当部局庁 項・事項
事業
番号

事　　業　　名
平成３０年度
補正後予算額

平成３０年度

反映額

事業開始
年度

事業終了
(予定)年度 評価結果

執行
可能額

差引き
反映状況

会計区分

外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

備　考外部有識者の所見
所見の概要 反映内容

行政事業レビュー推進チームの所見

執行額
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平成３０年度レビューシート番号

１つ目 ２つ目 ３つ目

165
総合防災訓練大綱に基づく総合防災訓練に係る
経費

平成２６年度 － 92 92 71  点検対象外 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の適
切かつ効率的な執行に努めること。

66 103 36 - 現状通り
　引き続き、事業の適切な進捗管理を行う
とともに、競争性を確保した契約を行い予
算の効率的かつ適正な執行に努める。

政策統括官（防災
担当）

一般会計
（項）防災政策費（大事項）
防災基本政策の企画立案等に
必要な経費

内閣
府

- 0156 - - - - - 平成２７年度対象

166 定住外国人施策推進経費 平成２１年度 平成３０年度 7 7 0  点検対象外 終了予定

　今後、同種業務を実施する場合、本業務での
実績を踏まえて概算要求を行うこととし、事業
の実施にあたっては効果的･効率的な実施に努め
ること。

- - - - 予定通り終了

　今後、同種業務を実施する場合、本業務
での実績を踏まえて概算要求を行うことと
し、事業の実施にあたっては効果的･効率
的な実施に努めてまいる。

政策統括官（共生
社会政策担当）

一般会計
（項）共生社会政策費（大事
項）共生社会政策の企画立案
等に必要な経費

内閣
府

- 0157 - - - - - その他

167 栄典事務の適切な遂行に必要な経費 明治９年度 － 2,688 2,688 2,686  点検対象外 現状通り
　予算の効率的執行に努め、執行実績や執行見
込を適切に概算要求に反映させること。

2,717 2,817 100 - 現状通り
　勲章等の在庫数の適正化を図りつつ、執
行実績や執行見込を概算要求に反映させ
た。

賞勲局 一般会計
（項）栄典行政費（大事項）
栄典事務の適切な遂行に必要
な経費

内閣
府

- 0158 - - - - - 平成２８年度対象

168 食品安全確保総合調査費 平成１５年度 － 59 59 58  点検対象外 現状通り
　一者応札となってしまった案件については、
その要因をよく分析の上、改善策を講じるこ
と。

60 82 23 - 現状通り
　引き続きＳＮＳやホームページ等を活用
し、応札者の増加に向けて取り組む。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」29

食品安全委員会 一般会計
（項）食品安全政策費（大事
項）食品安全の確保に必要な
経費

内閣
府

- 0159 - - - - - 平成２９年度対象 ○

169 食品安全行政の充実・強化経費 平成１５年度 － 45 45 39  点検対象外 現状通り

　昨年度の有識者の所見を踏まえ、アウトカム
の目標値について改善が図られている。引き続
き事業の実施及び適正な進捗管理、予算の効率
的かつ適正な執行に努めること。

41 58 17 - 現状通り
　引き続き事業の実施及び適正な進捗の管
理、効率的かつ適正な予算の執行に努め
る。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」17

食品安全委員会 一般会計
（項）食品安全政策費（大事
項）食品安全の確保に必要な
経費

内閣
府

- 0160 - - - - - 平成３０年度対象

170 迎賓館施設整備に必要な経費 昭和５４年度 － 899 1,124 1,102 
 Ａが受託した事業は、随意契約に適してい
たのではないかと思われる。

現状通り
　引き続き、国賓等の接遇や一般参観等に支障
が生じないよう最適な施設整備計画を策定のう
え、予算の効率的執行に努めること。

726 1,297 571 - 現状通り

　事業内容を適切に検証し、予算の効率的
執行に努めた上で、国賓等の接遇や一般公
開等に支障が生じないよう、施設整備計画
に基づいた予算について概算要求を行っ
た。

迎賓館 一般会計
（項）内閣本府施設費（大事
項）内閣本府施設整備に必要
な経費

内閣
府

- 0161 - - - - - その他

171 クールジャパン戦略推進経費 平成２７年度 － 58 78 58  点検対象外 現状通り

　引き続き、事業の有効性・効果について適切
に検証するとともに、予算の効率的執行に努
め、執行実績を適切に概算要求に反映させるこ
と。

56 96 40 - 現状通り
　御指摘を踏まえ、真に必要な概算要求を
行うとともに、予算の効率的執行に努めて
参りたい。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」45

知的財産戦略推進
事務局

一般会計
（項）知的財産戦略推進事務
局（大事項）知的財産戦略推
進事務局の運営に必要な経費

内閣
府

- 0162 - - - - - 平成２９年度対象

172 北方地域旧漁業権者等貸付事業 昭和３６年度 － 144 144 124  点検対象外 現状通り

　引き続き、事業の有効性・効果について適切
に検証するとともに、予算の効率的執行に努
め、執行実績を適切に概算要求に反映させるこ
と。

145 153 7 - 現状通り
　引き続き適正な予算の執行、事業成果の
検証に努めることとする。

北方対策本部 一般会計
（項）北方対策本部（大事
項）北方領土問題対策に必要
な経費

内閣
府

- 0163 - - - - - 平成２８年度対象 ○

173
独立行政法人北方領土問題対策協会運営費交付
金

平成１５年度 － 1,322 1,322 1,322  点検対象外 現状通り

　引き続き、事業の有効性・効果について適切
に検証するとともに、予算の効率的執行に努
め、執行実績を適切に概算要求に反映させるこ
と。

1,321 1,586 265 - 現状通り
　引き続き適正な予算の執行、事業成果の
検証に努めることとする。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」385

北方対策本部 一般会計

（項）独立行政法人北方領土
問題対策協会運営費（大事
項）独立行政法人北方領土問
題対策協会運営費交付金に必
要な経費

内閣
府

- 0164 - - - - - 平成２７年度対象 ○

174
国立研究開発法人日本医療研究開発機構出資に
必要な経費

平成２８年度 平成３０年度 25,000 25,000 25,000  点検対象外 現状通り

　当業務を通じて得られた知見を基に、AMEDが
適切に民間企業等に支出・回収するよう事業管
理に努め、効果的･効率的な予算要求及び予算執
行を行うこと。

- - - - 現状通り

　所見を踏まえて、引き続き、当業務を通
じて得られた知見を基に、AMEDが適切に民
間企業等に支出・回収するよう事業管理に
努め、効果的･効率的な予算要求及び予算
執行を行うことができるよう努めてまいり
たい。

日本医療研究開発
機構・医療情報基
盤担当室

一般会計

（項）国立研究開発法人日本
医療研究開発機構出資（大事
項）国立研究開発法人日本医
療研究開発機構出資に必要な
経費

内閣
府

- 0165 - - - - - 平成３０年度対象

175
迎賓館の魅力向上に向けた施設整備に必要な経
費

平成２９年度 令和元年度 1,618 349 278  点検対象外 終了予定
　本年度に事業完了予定のため、事業の適切な
進捗管理、予算の効果的かつ効率的な予算執行
に努めること。

382 - ▲382 - 予定通り終了

　所見を踏まえ、施設整備にあたっては、
事業完了まで支出委任先である国土交通省
と連携し、適切な進捗管理を行うととも
に、効果的・効率的な予算執行に努めるこ
ととする。

大臣官房 一般会計

（項）内閣本府施設費（大事
項）内閣本府施設整備に必要
な経費
（項）内閣本府共通費（大事
項）内閣本府一般行政に必要
な経費

内閣
府

- 0166 - - - - - 平成３０年度対象 　

176 プレミアム付商品券事業の助成に必要な経費 平成３０年度 令和元年度 9,649 - - 

 Cに委託した事業は、内容に裁量の余地が少
ないので、一般競争入札とし、多くの入札者
の間での競争を待つという選択肢もあったよ
うに思われる。

現状通り
　外部有識者の所見を踏まえ、広報等の事務委
託の契約方式を検証し、随意契約にした経緯を
しっかり説明するべき。

172,264 53 ▲172,210 - 現状通り

　本事業は、対象者を限定して全国規模で
実施する商品券事業という点で政府初の試
みであり、限られた期間の中で特定の購入
対象者に施策を認知いただき、申請や購入
などの具体的な手続きにつながるよう、各
種広報媒体の組合せや広報の実施時期・期
間などを最大限工夫した戦略的かつ効果的
な広報展開が必要である。
　これらの点を踏まえ、広報の委託事業者
の選定にあたっては、内閣府があらかじめ
一律の仕様を提示して事業者を募る一般競
争入札ではなく、専門的知見を有する事業
者から媒体横断的な広報の企画案を募る企
画競争によって委託事業者を決定すること
としており、企画競争の実施にあたって
は、公募によって広く提案を募り、官報の
掲載や説明会の実施を行うなど、多くの事
業者間での競争性を確保するよう努めてい
る。

プレミアム付商品
券事業担当室

一般会計

（項）プレミアム付商品券事
業助成費（大事項）プレミア
ム付商品券事業の助成に必要
な経費

前年度新規

- - - - - -
670,579 690,544 606,051 693,661 595,605 ▲98,056 ▲167 

10,943 10,489 9,737 13,865 19,399 5,534 - 

2,596,766 2,596,588 2,531,054 2,883,413 2,873,389 ▲10,024 - 

2,174,156 2,181,105 2,177,954 2,373,542 2,353,599 ▲19,943 

1,786 1,786 1,537 1,770 1,836 66 

57,493 6,803 2,126 26,512 31,883 5,371 

2,844,734.740 2,871,649 2,784,005 3,067,202.947 2,949,204 ▲117,999 

12,729 12,275 11,274 15,635 21,235 5,600 

2,654,259 2,603,391 2,533,180 2,909,925 2,905,272 ▲4,653 

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「年度内に改善を検討」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：令和元年度の点検の結果、事業を廃止し令和２年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：令和元年度の点検の結果、見直しが行われ令和２年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：令和元年度の点検の結果、令和２年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：令和元年度の点検の結果、令和２年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、令和元年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し令和２年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：令和元年度の点検の結果、令和２年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

　　　　「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

　　　　「最終実施年度」：当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるもの。

　　　　「行革推進会議」：前年のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となったもの。

　　　  「継続の是非」：翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。

　　　　「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。

注５．「外部有識者点検対象」欄については、令和元年度行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受ける場合は下記の基準に基づき、「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかの選択理由を記載（行政事業レビュー実施要領第２部２（３）を参照）し、平成２７年度、平成２８年度、平成２９年度又は平成３０年度の行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受けたものは、それぞれ「平成２７年度対象」、「平成２８年度対象」、「平成
２９年度対象」、「平成３０年度対象」と記載する。なお、令和元年度に外部有識者の点検を受ける事業について、平成２７年度、平成２８年度、平成２９年度又は平成３０年度にも点検を受けている場合には、選択理由のみを記載する（「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかを記載）。

合　　　　　計 エネルギー対策特別会計電源開発促進勘定

一般会計

行政事業レビュー対象外　計

一般会計

行政事業レビュー対象　計

年金特別会計子ども・子育て支援勘定

エネルギー対策特別会計電源開発促進勘定

エネルギー対策特別会計電源開発促進勘定

年金特別会計子ども・子育て支援勘定

年金特別会計子ども・子育て支援勘定

一般会計
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